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この資料は、関係者の準備に資するため、 

現段階で考えられる事項を整理したものであ 

り、今後、変更があり得るものである。

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部
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1支援費請求事務に係る様式について

1様式の変更
支援費の請求事務に係る各種様式については、平成14年9月12日支援費制度担 

当課長会議資料の様式（案）第2 2号〜3 0号として示していたところであるが、先 
般告示された支援費基準、利用者負担基準等を踏まえて一部変更を行い、別紙様式第 
22号〜30号のとおりとする予定である。なお、これらのうち省令様式とするもの 
については、3月中に公布することとしている。

,様式第2 2号
•様式第2 3号
・様式第2 4号
,様式第2 5号
・様式第2 6号
•様式第2 7号
•様式第2 8号
・様式第2 9号
•様式第3 〇号

居宅生活支援費・施設訓練等支援費請求書
居宅生活支援費明細書 
居宅生活支援費明細書 
居宅生活支援費明細書 
居宅生活支援費明細書

（居宅介護）
（デイサービス）
（短期入所）
（后的障害者地域生活援助）

施設訓練等支援費明細書（全施設共通） 
居宅介護サービス提供実績記録票 
デイサービス提供実績記録票

短期入所サービス提供実績記録票

※ 様式第2 2〜2 7号は省令に定める様式であり、様式第2 8〜3 〇号は参考とし 
て示すもの

※ 様式中の文言については、今後さらに変更があり得る。

2 主な変更点

（1） 様式第2 3〜2 7号（明細書）

① 各様式共通
• 「事業者及びその事業所の名称」欄に「級地区分」欄を記載する。
• 「サービス単価」を「算定単位額」と、「サービス計」を「当月算定額」とす 

る等、用語を整理する。

② 様式第2 5号（短期入所）
• 「決定支給量」、「提供量」及び「サービス提供日」欄を削除する。

③ 様式第2 6号（グループホーム）
• 一枚に複数人の明細内容を記載する様式から、一人一枚の様式に変更する。

④ 様式第2 7号（施設共通）
• 一枚に複数人の明細内容を記載する様式から、一入一枚の様式に変更する。

（2） 様式第2 8及び2 9号（サービス提供実績記録票）
・支援費の算定方法を、「現に要した時間」ではなく、 「居宅介護計画又はディ 

サービス計画に位置付けられた内容の支援を行うのに要する標準的な時間」に 
よるとしたことから、これらの計画について記載する欄を設定する。

（注）様式第2 2号については、変更がない。



（様式第2 2号）

身体障害者知的障害者児童 

居宅生活支援費・施設訓練等支援費 請求書

（あて先）〇〇市（町・村）長

請求金額
十億 1 百万 千

! 
i

円

内 

訳

平成 年 月分

請求支援費名 明細書件数 金 額

合 計

上記のとおり請求します。 平成 年 月 日

事業者番号

1 i 1 t 1 1 i 1 i 1 1 J 
k 1 1 h 1 1 k 1 1 ^114 
) 1 1 t k 1 k 1 k h k k 1 
k k k I k k k 1 1 h k k d 
) ) 1 ■ 1 1 1 1 L 1 1 4 
k k k 1 k k k 1 k 1 k k 1 
) 1 ■ I 1 ■ 1 1 4 1 1 1 1 
k k k 1 k k k 1 1 1 k k 1

請求事業者

住所
（所在地）

〒

電話番号

名称

職•氏名



（様式第2 3号）

居宅生活支援費明細書
（居宅介護）

平成 年 月分

居宅受給者証番号
;;;;;;;;; 事業者番号

事業者及 

びその事 

業所の名 

称

支給決定障害者（保護者） 

氏 名

支給決定に係る 

児 童 氏 名 級地区分

費
用
の
額

計
算
欄

サービス内容 算定単位額
算定 

回数 当月算定額 摘要

当月費用の額合計 ①

利

用

者

負

担

額

計

算

欄

利用者負担額単価 利用者負担額 摘要

本人分

扶養義務者分

当月利用者負担額合計 ②

当月居宅生活支援費請求額①■一② 円



（様式第2 4号）

居宅生活支援費明細書
（デイサービス）

平成 年 月分

居宅受給者証番号 事業者番号

事業者及 

びその事 

業所の名 

称

支給決定障害者（保護者） 

氏 名

支給決定に係る 

児 童 氏 名 級地区分

費
用

の

額
計
算
欄

サービス内容 算定単位額
算定 

回数 当月算定額 摘要

当月費用の額合計 ①

利

用

者

負

担

額

計

算

欄

利用者負担額単価 利用者負担額 摘要

本人分

扶養義務者分

当月利用者負担額合計 ②

当月居宅生活支援費請求額CIMZ） 円
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（様式第2 5号）

居宅生活支援費明細書
（短期入所）

平成 年 片分

居宅受給者証番号
1
1 
!

1
1

支給決定障害者（保護者） 

氏 名

支給決定に係る 

児 童 氏 名

平成 年 片分

事業者番号

事業者及 

びその事 

業所の名 

称
級地区分

費

用 

の 

額 

計 

算 

欄

サービ ス 内 容 算定単位額
算定

回数
当月算定額 摘要

当月費用の額合計 ①

利
用
者
負
担
額
計
算
欄

利用者負担額単価 利用者負担額 摘要

本人分

扶養義務者分

当月利用者負担額合計 ②

当月居宅生活支援費請求額d^Z） 円



（様式第2 6号）

居宅生活支援費明細書
（知的障害者地域生活援助）

平成 年 月分

施設受給者証番号

1111*1111 
1 1 1 ■ f 1 1 1 1
1 1 t 1 1 1 1 1 ) 事業者番号

事業者及 

びその事 

業所の名 

称

支給決定障害者 

氏 名

級地区分

入居年月日 退居年月日 入居日数入居年月日 退居年月日 入居日数

費
用

の

額

計

算

欄

定
数 

算
日 要 摘

一
I
L

「

 

一
 

——

一

;

一厂

コ

J
-L

- 
L JL

一一

—-
J

- 

L

- 
一

L
-

J

-
J

J
一

当月居宅生活支援費請求額 円



（様式第2フ号）

施設訓練等支援費明細書

平成 年 月分

施設受給者証番号

1 1 1 1 1 1 1 1 1
I 1 ■ 1 1 * 1 1 1
I 1 ■ > 1 1 1 1 ■
1 1 1 1 k 4 1 J 1
■ 1 1 ■ r 1 I t 1

事業者番号

事業者及 

びその事 

業所の名 

称

支給決定障害者 

氏 名

障害程度区分
級地区分

入所年月日 退所年月B 入所日数

入院回数 入院日数

費
用
の
額
計
算
欄

サービス内容 算定単価
算定 

日数 当月算定額 摘要

入院

当月費用の額合計 ①

利

用

者

負

担

額

計

算

欄

利用者負担額単価
算定 

日数 利用者負担額 摘要

本人分

扶養義務者分

当月利用者負担額合計 ②

当月施設訓練等支援費請求額① 円
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（様式第2 8号）
平成 年 月分 居宅介護サービス提供実績記錄票

居宅受給者証 

番 号 ；i ； ； j ； i ; 支趣障諭保護者）晞 

（児童氏名）

事業者番号

> 1 11 1111111
サービ久内容及む 

契約支給量 事業者及び 

その事業所 

の名称利用者負担額 本 人 扶養義務者

[枚中 [

サービス腿

日 

付

曜 

日

居宅介護計画

サー 

提供

ービス 

一時間 算定 

時間数

派遣 

人数

利用者負担額 サービス 

提供者印

利用者 

確認印開始 

時間

終了 

時間

計画 

時間数 驚
^

本人 扶赭務者

合計 /
厂

/
丿

枚目



（様式第2 9号）

平成 左F 月分 デイサービス扌 是供実績記録票

居宅受給者証 

番 号 ：：：：：：：：：（児童氏名｝

事業者番号

1 1 1 1111
サービス内容刖 

契約支給量 事業者及び 

その事業所 

の名称利用者負担額 本 人 扶養義務者

匸枚中［ ［枚目］

サービス内容

日 

付

gs デイサービス計画 サービス提供実績
爸す［利用者負担額

利用者 

確認印日 画
数 

計
日 給食 入浴 送迎

開始 

時間

終了 

時間
給食 入浴 送迎 圈1本人 讎鮭

T

合計 — —ア /



（様式第3 0号）

平成 年 月分 短期入所サービス提供実績記録票

居宅受給者証 

番 号 ；i i n ：；；； 支蹴定障詳保護荀晞 

（児童氏名）

事業者番号

決定支給量 事業者及び 

その事業所 

の名称利用者負担額 本 人 扶養義務者

開始日 終了日 宿泊を伴わない境合の利用時間
定
数
懺 

算

日㈱
送迎

利用者負担額

利用者 

確認印
日付 曜日 日付 曜日 開始時間 終了時間 本 人 扶養義務者

合 計 ノ

枚中 枚目

nr



2 支援費明細書における支援費請求上の留意事項について

事業者が市町村に請求を行うために支援費明細書に記載する際の基本的な計算 

方法は、以下のとおりである。

〇 「サービス内容」欄には、次の内容ごとに区分して記載する。

① 請求の基本となるサービス内容
② 請求の基本となるサービスの単価に一定の率（例:居宅介護における深夜 

等の加算）を乗じることによって、1回、1日又は1月当たりの算定単位額 
を算出する場合には、当該加算の区分に応じたサービス内容

③ 請求の基本となるサービスの単価に②以外の計算方法により加算を行う場 
合には、当該加算の対象であるサービス内容（例:デイサービスにおける入 

浴等の加算）

〇 計算過程において1円未満の端数が生じた場合は、四捨五入し、居宅生活支 
援費は10円未満を、施設訓練等支援費は100円未満を、最後に切り捨てる。

〇 請求の基本となるサービス単価に一定の割合を乗じる場合には、その計算ご 

とに・!円未満の端数処理（四捨五入）を行う。また、1回、1日又はコ月当た 
りの算定単位額を算出する際は、居宅生活支援費は10円未満を、施設訓練等 

支援費は1〇0円未満を、切り捨てる。

（算定単位額の計算例）
特別区に所在する事業所が居宅介護のサービス提供を行う場合
・請求の基本となるサービスの単価

-家事援助中心:所要時間30分未満の場合1,530円
-「早朝・夜間」の加算

- 1回につき100分の25に相当する額を所定額に加算する。

① 1,530円 x 1.25 =1,912.5 （四捨五入）-1,913円

② 1,913円 x1.072 = 2, 05〇, 7 （10円未満切り捨て）- 2,050円
〔算定単位額〕

〇 居宅生活支援費（居宅介護、デイサービス、短期入所）については、算定単 

位額に、そのサービス内容ごとの算定回数を乗じることにより、当月算定額を

施設訓練等支援費及び居笔生活支谨費（知的障害者地域生活援助）について 

は、月途中の入退所等がない場合は、算定単位額を「当月算定額」欄に記載す 
る。月途中の入退所がある場合には、サービス内容ごとに算定単位額について 
算定日数により日割り計算を行うことにより、算出した額を、「当月算定額」 
欄に記載する。

〇 サービス内容ごとの当月算定額を合計し、「当月費用の額合計」を算出する。

〇 「当月費用の額合計」から「当月利用者負担額合計」を差し引いた額を支援 

費請求額とする。

※ 具体的な計算例については、別紙参照。



居宅介護（計算例）

〇具体例

支給決定内容

•支給量 身障 居宅介護（身休介護中心｝;月22時間

•利用者負担額 本人 100円（上限1,600円）

扶養義務者 500円（上限13, 500円）

適用単価

•所要時間30分以上1時間未満の埸合4,020円

•所要時間1時間以上の場合、5, 840円に所要時間f時間から計算して所要時間30分増すごとに2,190円を加算した額

・夜間:1回につき100分の25に相当する額を所定額に加算

•級地:特別区（1000分の1072） ※事業所所在地を特別区とする。

/ |2時間利用=9回

〇サービス提供実績記録票記載例

サービス内容
身休介護 /

居宅介護計画 サービス提供時間
・遣

利用彳昔負担額
日付 鼻疋 is] Sot /1

開始時間 終了時間 計画時直数 開始時間 終了時間 本人 扶養義務者

1 月 18:00 20:00 2 18:00 20:00 2 1 400 2,000 印 印

2 火

3 水 18:00 20:00 2 18:00 20:00 2 1 400 2,000 印 印

4 木

5 金 18:00 19:00 1 18:00 19:00 1 1 200 1,000 印 印

6 土
ヽ

ゝ 1時間习同用=4回

7 日

8 月 18:00 20:00 2 18:00 20:00 2 1 400 2.000 印 印

9 火

10 水 18:00 20:00 2 18:00 20:00 2 1 200 2,000 印 印

11 木

12 命 18:00 19:00 1 18:00 19:00 1 1 - 1,000 印 印

13 土

14 日

15 月 18:00 20:00 2 18:00 20:00 2 1 一 2,000 印 印

16 火

17 水 18:00 20:00 2 18:00 20:00 2 1 - 1,500 E卩 印

18 木

19 金 18:00 19:00 1 18:00 19:00 1 1 - 一 印 印

20 土

21 日

22 片 18:00 20:00 2 18:00 20:00 2 1 - — 印 印

23 火

24 水 1&00 20:00 2 18:00 20:00 2 1 - - 印 印

25 木

26 命 18:00 19:00 1 18:00 19:00 1 1 一 一 印 申

27 土

28 日

29 片 18:00 20:00 2 18:00 20:00 2 1 - - 印 印

30 火

合計 22 22 1,600 13,500 //

TTT



〇明細書記載例

サービス内容 算定単位額 算定回数 当月算定額 摘要

1111212身障居宅夜間早朝60 (A) 5,380 (B) 4 (〇 21,520

1111214身障居宅夜間早朝120 (D)10,760 (E) 9 (F) 96,840

当月費用の額合計 (G)11&360

利用者負担額単価 利用者負担額 摘要

本人分 100 1,600

扶養義務者分 500 13,500

当月利用者負担額合計 15,100

当月居宅生活支援費請求額 103,260 円

〇計算方法

①1時間利用の埸合の単価(4,02。円)に「早朝•夜間」の割合¢1.25)を乗じる。(1円未満四捨五入)

4,020 x 1.25 - 5025.0 — 5,025

②①により算出した額に、級地の割合(1.072)を乗じる。(10円未満切り捨て)

5.025 x 1.072 = 5,386.8 — 5,380 (A)

③ ②により算出した額に、1時間利用の場合の回数を乗じる。

5,380 X 4 = 21,520 (C)

(B)

④ 2時間利用の場合の単価(5,840円+2,19。円)に「早朝•夜間」の割合(1.25)を乗じる(1円未満を四捨五入)

( 5,840 + 2,190 ) x 1.25 =10,0375 10,038

⑤④により算出した額に級地の割合(M⑵を乗じる(10円未満切り捨て)

10,038 x 1.072 = 10,760.7 — 10,760 (D)

⑥⑤により算出した額に1時間利用の回数を乗じる。

10,760 x 9 = 96,840 (F)

CE)

⑦③及び⑥により算出した額を合計する。

21,520 + 96,840 = 118,360 (G)

4?



デイサービス（計算例）

〇具休例

支給決定内容

・支給量 身障 デイサービス 併設型（H）:月16日

•摘用単価 区分3

・利用者負担額本人 100円（上限ゝ1〇〇円）

扶養義務者 2, 500円（上限25, 700円）

適用単価

・併設型身障ディ（n ） 所要時間4時間未満の埸合（区分3） 470円

所要時間4時間以上の埸合（区分3） 940円

・送迎加算550円

・級地:特別区（1000分の272）※事業所所在地を特別区とする
扶養義務者の利胆者負担額

-支援費基準による算定»2.100円から 
本人負担分の20円を差し引いた額

—2.000H

サービス内容 単浊型（I）------------------------
\

日付 曜日
介護計画 サービス提供時間

算定日数 給食 入浴 送迎
利用者1

員担希
利用耆

計画日数 給食 入浴 送迎 開始時間 終了時間 本人
扶養詡者 掠理印

1 月 1 2 10:00 16:00 1 2 100 2,000

2 火 1 2 10:00 16:00 1 2 100 2,000

3 水 1 2 10:00 16:00 1 2 100 2,000

4 木 0.5 2 10:00 13:00 0.5 2 50 1.250

5 金

6 土

7 a
8 另 1 2 10:00 16:00 1 2 100 2,000

9 火 1 2 10:00 16:00 1 2 100 2,000

10 水 1 2 10:00 16:00 1 2 100 2,000

11 木 0.5 2 10:00 13:00 0.5 2 50 1,250

12 金

13 土

14 日

15 月 1 2 10:00 16:00 1 2 100 2,000

16 火 1 2 10:00 16:00 1 2 100 2,000

17 水 1 2 10:00 16:00 1 2 100 2,000

18 木 0.5 2 10:00 13:00 0.5 2 50 1,250

19 金

20 土

21 日

22 月 1 2 10:00 16:00 1 2 50 2,000

23 火 1 2 10:00 16:00 1 2 1,950

24 水 1 2 10:00 16:00 1 2

25 木 0.5 2 10:00 13:00 0.5 2

26 金

27 土

28 日

29 月 1 2 10:00 16:00 1 2

30 火 1 2 10:00 16:00 1 2

合計 16 〇 〇 36 — 16 〇 〇 36 1,100 25,700

ノ女



〇明細書記載例

サービス内容 算定単位額 算定回数 当月算定額 摘要

1122211身障ディ（I ）併設4H未満 (A) 500 (〇 4 (D) 2,000

1122212身障ディ（II）併設4H以上 (B)1,000 (E) 14 (F)14,000

1121901身障ディ（I ）加算送迎 (G) 550 （H） 36 （【）19,800

当月費用の額合計 (jj 35,800

利用者負担額単価 利用者負担額 摘要

本人分 100 1,100

扶養義務者分 2,500 25,700

当月利用者負担額 合計
26,800

〇計算方法

①所要時間4時間未満の単価（470円）に級地の割合（¥.072）を乗じる。（10円未満切り捨て） 

470 x 1.072 = 503.8 -> 500 （A）

当月居宅生活支援費請求額 9,000 円当月居宅生活支援費請求額 9,000 円

②所要時間4時間以上の単価（940円）に級地の割合（1.072）を乗じる。（10円未満切り捨て）

940 X 1.072 = 1,007.7 f 1,000 （B）

③ ①及び②により算出された額にそれぞれの利用回数を乗じる。

500 X 4

(〇

= 2,000 (D)

1,000 X 14 = 14,000 (F)

(E)

④ 送迎の単価（550円）に利用回数を乗じる。（10円未満切り捨て）

550 X 36 = 19,800 （I）

（G） （H）

⑤③及び④により算出した額を合計する。

2,000 + 14,000 + 19800 35,800 (J)

/ぐ



短期入所（計算例）

具怵例

〇支給決定内容

・支給量 月10日

•適用単価 区分1

•利用者負担額 本人 100円（上限1,100円）

扶養義務者 1,400円（上限10, 300円）

〇適用単価

,区分18,130円

・所要時間4時間未満の場合 100分の25

•所要時間4時間以上8時間未満の場合100分の50

•所要時間8時間以上の場合 100分の75

・送迎加算1,860円

•撅地:持別区（1000分の1072） ※事業所所在地を特別区とする。

〇サービス提供実績記録票記載例

開始日 終了日 宿泊を伴わない埸合の利用時閱 送迎 算定日数
利用者負担額 利用者 

確認印
日付 曜日 日付 曜日 開始時間 終了時間 本人 扶養義務者

3 月 5 水 2 3 300 4,200

11 火 8:00 AM 6:00 PM 0.75 70 1,050

15 土 9:00 AM 3:00 PM 0.50 50 700

17 月 21 金 2 5 500 4,350

29 土 9:00 AM 12:00 PM 0.25 20

-------- ・一一—.. .. -■■■■ ■■■ ■■- — ―-…...... — -------— --------------- .・一“ ....... ...... - -i—

上
4 10 940 10,300 —

nr



〇明細書記載例
サービス内容 算定単位類 算定回数 当月算麺 摘要

213111!知的短期基本宿泊 (A)8,710 (B) 8 (〇 69,680

2131112知的短期1/4 (D)2,170 (E) 1 CF) 2,170

2131113知的短期2/4 CG) 4,350 (H) 1 ⑴ 4,350

2131114知的短期3/4 (J)6,530 (K) 1 (U 6,530

2131901知的短期基本加算送迎 (M)1,860 (N) 4 (〇) 7,440

当月費用の額合計 (P) 90,170

ー 利用者負担額単価 利用者負担額 摘要

本人分 100 940

扶養義務者分 1,400 10,300

当月利用者負担額合計 11,240

当月居宅支援費請求額 78,930 円

〇計算方法
① !日利用の単価に、級地の割合¢1.072)を乗じる円未満切り捨て)

8,130 x 1.072 - 8,715 十 8,710 (A)

② ①により算出した額にJ日利用の回数を乗じる。
&710 x 8 = 69,680 (C)

(B)

③ 1日利用単価に、4時間未満の割合(0.25)を乗じる。(1円未満四捨五入)
30 X 0,25 = 2,032.5 — 2,033

④③により算出した額に、級地の割合(1.072)を乗じる(10円未満切り捨て)
2,033 x 1.072 = 2,179.3 -> 2,170 (D)

⑤④により算出した額に、4時間未満の利用の回数を乗じる。
2,170 x 1 =2,170 (F)

(E)

⑥1日利用単価に、4時間以上8時間未満の割合(0.5)を乗じる。(1円未満四捨五入)
8,130 x 0,50 = 4,065.0 -* 4,065

⑦⑥により算出した額に、級地の割合(1.072)を乗じる(W円未満切り捨て)
4,065 x 1.072 = 4,357.6 — 4,350 (G)

⑧⑦により算出した額に、4時間以上8時間未満の利用の回数を乗じる。
4,350 X 1 =4.350 — 4,350 (I)

(H)

⑨1日利用単価に、8時間以上の割合(0.75)を乗じる。(1円未満四捨五入)
8,130 x 0.75 = 6.097.5 — 6,098

⑩⑨により算出した額に、級地の割合(1.072)を乗じる(10円未満切り捨て)
6.098 x 1.072 = 6,537.0 -* 6,530 (J)

⑪⑩により算出した額に、8時閭以上の利用の回数を乗じる。
6,530 x 1 =6,530 (L)

(K)

⑫送迎加算(1,860円)の単価に利用回数を乗じる。

1,860 x 4 = 7,440 (〇)
(M) (N)

⑬ ②、⑤、⑧、⑪及び⑫により算出した額を合計する。
69,680 + 2,170 + 4.350 + 6,530 + 7,440

= 90,170 (P)

/。



〇具体例
施設（計算例）

支給決定内容

・施設種別

•障害程度区分

■支給期間

・利用者負担額

肢体不自由者更生施設（入所） 

区分A （重複障害者加算認定） 

3年

本人 0円

扶養義務者 27.100円

入所した施設の概要及ぴ入所の状況

・級地 特別区

•施設種別 

淀員等

肢休不自由者更生施設（公立）

入所定員40人以下の施設（常勤医師配置）

・入所日 4月6日入所

•入院日・日数4/22〜4/28 5日間

適用単価等

・本休単価 （a）区分A 361,300 円

（b）公立 0.965

tc）級地（特別区） 1.073

•加算等 td）常勤医師加算 18,200 円

（e）重複障害者加算 31,900 円

（f）入院日数 5

（g）当月の在所日数（入院日数除く） 20 ※在所日数:実際に施設にいた日数とする。

（h）当月の入所日数（入院日数含む） 25
※入所日数:実際に施設にいた日数ではなく、施 

設に在籍した日数とする。（入皖中も在籍となる。）

（!）当月の日数 30

〇）入所時加算 22,500 円

TTT
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〇明細書記載例
施設(計算例)

サービス内容 算定単位額 算定日数 当月算定額 摘要

1311150身障肢体更生小規模基本公宜 (1) 374,100 20 / 30 (m) 249,400

入院 上記の・定単・の抽门〇。 (n) 299,200 5/30 (〇) 49,800

1311913M障肢体更生小規模加算常勤医 (p) 19.500 25 / 30 (q) 16,200

1310944身障肢体更生共通加算奠複障害 (e) 31,900 20 / 30 (r) 21,200

131091!身障肢体更生共通加算入所時 (j) 22,500

合計 (s) 359,100

利用者負担額単価 利用者負担額 摘要

本人分 〇 〇

扶養義務者分 27,100 20/30 18,000

当月利用者負担額合計 18,000

当月施設訓練等支援費請求額 341,100 円

〇計算方法

①基本となる単価に公立の率を乗じる。(1円未満四捨五入)

(a) (b)

361,300 x 0.965 二 348,655

②①により算出された額に級地を乗じる。(100円未満切り捨て)

(c)

348.655 X 1.073 = 374,100 (I)

③②で算出した本体の算定単価を日割り計算(入院日を除く在所日数の金額を算出)(100円未満切り捨て)

(I) (g) (i)

374,100 x 20 / 30 = 249,400 (rr>)

④②で算出した本体の算定単価に80/100を乗じて、本体の入院時の算定単価を算出(100円未満切り捨て)

(I)

374,100 x 80 / 100 = 299,200 (n)

⑤④で算出した本体の入院時の算定単価を日割り計算(80/10〇を算定する5日分の金額を算出)

(n) (f) (i) (100円未満切り捨て)

299.200 X 5 / 30 = 49,800 (〇)

⑦ 常勤医師加算単価に級地を乗じて常勤医師加算の算定単価を算出(100円未満切り捨て)

(d) ( c)

18.200 x 1.073 = 19.500 (p)

⑧ 常勤医師加算は、入院中もwo%支払われるため、入院中も含めた入所日数の金額を算出する。

(p) (h) (i)

19,500 x 25 / 30 = 16,200 (q)

⑨ 重複障害者加算単価を日割り計算(100円未満切り捨て)

(e) (g) (i)

31,900 x 20 / 30 = 21,200 (r)

⑩ ③、⑤、⑧及び⑨により算定した額を合計する。

(m) (〇) (q) (r) (J) (S)

249,400 + 49,800 + 16,200 + 21,200 + 22,500 二 359,100

/?



3 「サービスコード仕様書/解説書（案）」改定履歴

N0
平咸14年1月20日 
（火会・資 
料の頁

改定前 改定塗

1 19

項番:7
頃目名:サービス種類

バ仆数一 60
内容:サ十ビス穆S!の名称（20文字）

«»：7
項目宅:サービ乂穩類

パ仆馥:40
内容:サービ乂程顛の名称（20文字）

2 19

項番弋
項目名:サービス内容1
バイHR：6D
内容:サービス内容］の名稀（20文字）

瓊■:E
項且名:サービス内容'！

バイト数:80
内容:サービ久内$1（7）名称30文字）

3 19

彌:9 
項目名:サービス内容2 
バ仆数:40
内容:サービス内容2の务称®〇文字）

項書・
環目名:サービ乂内容？

バイトtt：8O
内容:サービス内容2の名称（40文字）

4 20

サービスコード:13沙小
統合サービス霍称:身障短期基证性医療槌関加鼻送迎 

サービス内@1:29暹延性医療楼蘭加尊
サービス内$2.01送迎

サービスコード:132901
筑合サービス名称:身障短期週延性送迎 
サービス内©1:29遷延性加鼻 

サービス内$2:01医療送迎

5 29

サービス 3—KJ 32902
荻合サービス名秣:舟睡短期遷砥性福祉施設加算迭迎 

サービス内29遷延燈福祉施tft加算
サービス内容2切送迎

サービスコード:132902
統舍サービス名称:身暉短期量砥性加算福祉送迎 

サービス内容1,29遷延性加尊
サービス内®2.021!祉送迎

6

2fi.29. 3k 32, 
33. 

37,42.4av4». 53*
5取 

63

サービスコード

-115312 -115352 
-115313 ・115353 
-115314 ・115354

JB宅生港支fiHtの家事援助偉夜］I二捌ナるサービス内容1を"53"からだ时へ燮更耳 

（烏障ゝラ障基準、知的、知的墓準・児■・児宣基準の全て） 

上記の!t更に伴い、以下のようにサービスコードも変更。

-115312 H15352
-115313 -115353
■H5314 -115354

7 34.66
サービスコード 

■121901

児童のデイサービスの送迎加・のサービス内容・!を5”から0"へ変更・ 
f児童も児童基準の両方）

上記の址更に伴い、以下のようにサービスコードも変更・
*120901

8 34
サービスコード:132抽1
統會サービス名称:児童短期暹征性加算送迎 

サービス内^2:01送迎

サービスコード:1329SH
毓舍サービス名称児畫短期邊延性》〇雾医療送迎 
サービス内客2 0!医療送迎

9 34一：
収下のサービスコードを追加。 
门）統舍サービス名称略称 

遥低分:3
サービスコード;132902
統合サービス名称:児童短期遷延性加算整祉送迎 

（2）統合サービスコード内訳

法区分:3児童

サービス穗0（:13短期
サービス為容1Z9遷砥性换算 

サービス内窖2 02福祉送迎 
fll考:空欄

10 34
サービスコード:13弟⑴
梳會サービ乂名称:児畫短期重心加算选迎 

サービス内®2：0!迭迎

サービKコード:133曲1
統合サービス名秣:児■短期・む加算医療送迎 
サーピス内容2:的 唾療迭迎

11 34:ゝ
以下のサービKコードを逍加.
（1） 統合サービス名称略称
法区分想

サービスコード:133902
統合サービ盂名称:児童短期隻心加鼻福征送迎

（2） 統合サービスコード内釈
法匿分:3児童

サービス!1«：13短期
サービス内窖'! 39盧心加算
サービス内&2.02福祉送迎

備考:空欄

1Z 26-65 サービス内容2;+30-- サービス内容运の"+30・・ドを”や〇常に喪更・

13 39

備誇欄

サービスコード!15114 fi!オ欄:空白

サービスコード!15153 備考擱:※ま

を以下のように变見。

サービスコード715114 flt#M：^1 
サービ乂コード:115153 ・空白

14 46
サニビスコード:132901為障短期玉建性医擴推開血算送迎 

サービスコー林;132902 券障短期暹延性H祉施般加算送迎

サービス略稀を园下のように变更。
サービスコー/132901ち・短期暹延性A0尊医療送迎 
サービスコード.132ヨ般期暉短期通延性加算檔扯送辿

15 47

AN考欄
サービスコード:111253 «t#fl|：^1
サービスコードJ11254 空白
サービスコード:门1312 :※1
サービ久コード;□んM 儒・欄:空白 
サービXZ1-F;111351購考欄:※］

*#«を以下のよラに変更.
サービスコード:111253 備誇欄:空白 

サービスコードJ11254 :涤1
サービスコード:111312 第考欄:空白 
サービ乂コード:111314 備考欄:涤!
サービKコード:111351常肴欄空白

16 56
サービス内容2

サービスコード;越2901送迎
サービ乂コード:132902 送迎

サービ忑内容2を以下のように変更卩 

サービスコード:132901医療送迎 
サービ乂コード:132902 権祉送迎

17 67
サービス内容’サービス略稀

サービスコード:132901巻迎児賣短期遷延性加算逢迎 

サービスコード・133901送迎児童短期靈心加・送迎

サービス内容・サービス略称を以下のように変更。

サービスコード:1329〇! 医療崔迎 児・短期遷延怯加算医療送迎

サービスコード:133901 医療送迎 児童短期は心加算匿撩送迎

10 67

以下のサービスコードを迟加り

法区分:3
サービスコード:1329D2
事義区分:〇

サービス名称｛法匿分｝:児・福祉法
サービス名称（サービス種類）:児童短期入所事案 

サービス名称（サービス内容1）:加尊
サービス名称（サービス内容2）:褐祉送迎 

サービ乂略称:児童短期Affiaa性血鼻枢祉送迎

TTT
っへ



1» 67

以下のサービスコー皆を追加□
法匿分:3
サービスコー料:133902
事常区分:〇
サービス名称GS0分）:児・福祉滋
サービス名稀（サービス桥劉）：！ft童短期入所事篥

サービス名称（サービス内嘗门:抑尊

サービス名称（サービス内窖2）:福社巻遇 
サービス给韩:呢宣短期入所・CAD算福崔送迎

20 21
以下の文章を込柿

•心あ障害耆n社協強法に眾をする福祉協護に拾いて提供される支援に関する緑地区分の埸會 

函地の・!合:1000分の1DQ0

21 24, 25

以下のサービスコードを迪加 
（DttBサービスコー林

诜区分4

サービスコード:560943
徹合サービスコー品・6稀:福祉協妥福鞭施般加算强行 

佗）統合サービスコード内駅
进匿分4福祉壇強 

サ~ビス債・ ：66福祉施股 
サービス内容1:0»共通加算 
サービス内容2 :43強行

（3）サービス名称
統合サービ入コード:4660943

サービス種議:心身障書看福祉協發の從債する權祉施麦 
サービ乂内審'!:心挣障害音梅祉協会の股厦する福崔権设 

サービス内容2:・度行動障書支援加尊 決定

22 24.25

以下のサーピスコードを逼抑

（Dtt舍サービスコード
法区分F 
サービスコード:660945 
緬合サービ入コード略稀:褐社協僉福制!施设血拿自后｛内） 

（2）統舍サービスコード内訳
迭区分4用祉協会 

サービス穆麹:6B福崔施发 
サービス内容1:〇9共通加算 

サービス内專2 ：45自活（内）
2）サービス名荐 

統合サービスコード:4660945

サービスan: 〇・n害會押祉憶僉の股!!す石植祉施設 

サービス内Si：6・障靑看権祉惟強の股血するfltiiteK 
サービス内!^:自活詞抹轉支援加尊¢周一敖地内の麓辆で実雄する場合｝決宦

23 24.25

以下のサービスコードを追加
门｝総舍サービスコード 
法区分4 
サービスコード:660946 
統合サービスコード・6称:fl（扯協会福社施St加算自活（外）

（2）統合サービスコード内訳 
法匿分/福祉協会 

サービス種類:丽擢征施收 
サービス内暮1:05共通加算 

サービス内睿2 ：46自活（蚪）

（3）サービK名称 
統合サービスコード:4660946 
注区分・福祓協会 
サービス覆!S・心烏障の毀債する務枇施段 

サービス内si：<bjmw<«ttta会の役債する!ittMK 
サービス内S2：§3»lttW3E«inM（H-敷地并の建输で赛施する坦金）決定

24 77

以下のサービスコードを址加

（1） ttaサービス名称略称
法区分:4
サービスコード:660943
統合サービスコード略称:権祉協会福祉施股共通加J!強行

（2） 統合サービスコード内訳
滋区分:4福祉協会 
サーexaa ：66福祉施说 
サービス内容】:09井通如鼻 

サービス内容£ .43強行

25 77「\
以下のサーピスコー卩を追加

u）tteサービス名称略称 

法区分・4 
サービスコード:660945 
統合サービスコード略称:AHt協会梅祉施股共通ft）算自活（内｝

（2）統舍サービスコード内訳 
法区分:4 nuta盘 

サービス穩嶽-6¢禱祉施般 
サービス内容1.09共通加尊 

サービス内容2 ：45自活｛国）

26 77

以下のサービ乂コードを迟加
门）統合サービス笔韩略称 
诜悽分:4 
サービスコード:6609柏 

統合サービスコード略称:福祉協会福崔施般共；i加尊自淸（外）

（2）&eサービNコード内訳 
法国分:4稲祉協会 
サービス檀期:66椿祉施設 
サービス内春1.09共通抑算 
サービス内容ヨ .46自活（外）

27 77

以下のサービスコートを週加
（1） tt^サービス名称酪稀

法12分:4
サービスコード:660953
統舍サービスコード略祥:福祉協愛・・祉S6股共通加算強杆みなし

（2） 統舍サービスコード内!R
法区分:4福祉協錢
サービス務類:66平祉施般
サービス内容1:09共通输算
サービス内春2 .53犠行みなし

28 77

以下のサービスコードを追in
（门統合サービス名称略称 
法区分:4 
サービスコード:¢60955 
統舍サーピスコ▼ド略稀福祉協・權祉施股共通加算自活（内）みなし

（刃嶽合サービスコード内1R 
法区分;4福祉協会 
サービス種類:66 AttffiSt 
サービス内暮1:09共污加算 
サービス内容£ :55自活（内）みなし

2/



29

以下のサービスコードを11加
（1） 統會サービス名称!6稀 
东区分:4
サービスコード:680956 
恤含サービスコー ”略称福祉曲会権扯施!ft共通如算应活（外）みなし

（2） 統合サービスコード内訳 
法區分4福祉協会 
サービK穆類:66福祉施般 
サービス内容1:卿共通加算 

サービス内春2 ；56自活（外）みなし

30 102ゝ：
以下のサービスコードを宜JB

怡）サービス名称略称 

法区分;+ 

サービスコード:660943 
をサービス名称あ
法專分心身購書耆栢祉協会の般盧する福祉施设 
サービス内農、:心身障害耆福祉協喪が股僵する福祉施設支援・ 
サービス内容2:強度行動暉書支援加算 
偷希:空白

サービス略称:権扰協張梅祉施設共通加算越行

31 102

以下のサービスコードを迫惋

（3｝サービス名称略稀 

法匿分:4 
サービスコード:660945 
戦サービスも称》 
法区分:©舟障富臂?・按曲会の般,す殆粋祉施Ift 
サービス内容1:心鼎障喜看褐tt協会が投債す吊!・祉施1ft支按費 

サービス内容?:包嚣幽練支援加尊（剧一瞰地内）

サ-tfxtt称:福祉協会厲祉施股共通加挥自活（内）

32 102

以下のサービ入コードを追加 

心｝サービ丸名称略稀 

搭区分;+ 
サービスコード;660946 
・サービス名称か
法区分:心身遣窖耆41祉協会の設!!する福祉施設 
サービ乂内轡1:心播障害者福祉協会が股1!する福祉施設支樓費 

サービス内容2:自活酬練支援加算（眉!一St地蚪｝ 

n考:空白

サービス！I称:福祉協強褐祉施盘共通加尊自活（外）

33 102

以下のサービスコードを強加

田）サービス名称略称
法国分:4
サービスコード:660953
・サービス名称净
法区分:心身障客者福极協喪の!SHtする福祉施Eft 
サービス内容・!:心身会が段麓する枢祉施股支援費 

サービス内窘2:強度行動障害支援加鼻みなし墓準

サービス缩称:福扯協強福柱鷹般共通加算強行みなし

34 1C2

以下のサービスコー林をiifio
（3）サービス名称略称 

議匿分Y 
サービスコード:660955 
武サービス名称》
法区分:心身障書看椿祉協会の設Itする福崔施Kt 
サービス内害"!:心身廉書者福祉協会那股僵する赫祉施設支援費 
サービス内容ヨ:自活卯績支擡加雾（周一載地内）みなし基準 

備考:※2
サービス詰祢:霍祉協会H扯施股其通抑算直活（内）みなし

35 102ゝ：
以下のサービスコードを逍加

（3）サービス名称略特 
法区分:4 
サービスコード:660956 
をサービス名称あ
法医分:心身・廿看福祉協会の般盧する福祉施般 
サービス内容い心身诽書者霜械協会がKM!する權證施15衰援費 

サービス内容2:自活肌!*支援加算（間 敷地外）みなし基準

サービス略称:福祉協張椎祉施蛊共通加算自倉（蚪）みなし

3¢ 24.25

統合サーピスコード

<1320944 *142094+ ・2330944
■134&944 -1520944 ・?520944
* 1350944 ・1530944 -2530944
* 1380944 >2320944

以下の統合サービえコードを刑除

■132094+ -1420944 ^330944 
-1340944 ・1520944 ・2520944 
-1360944 '1530944 ・2530944 
H380944 -2320944

37 68-102

統合サービスコード
-1320944 1420944 »2330944
'1320954 -1420954 -2330954
<1340944 -15209+4 >2520944
H340954 -1520954 -2520954
H360944 d530944 *2530944
*1360954 ・!530954 ・2530954
-1380944 *2320944
-1380954 -2320954

以下の就舍サービKコードを剛除

-1320044 *1420944 *2330944
*132095+ -1420954 -2330954
-1340944 -1520944 ^2520944
*1340954 '1520954 -2520954
'1360944 *1530844 -2530944
・1360954 ・!530954 -2530954
-1380M4 '2320944
*1380954 -2320954

38 35—67

サービK内容2
•日中30分未満（二人忖以上で一人増す毎に）
・日中30分以上1時聞未満（二人村以上で一人堰す毎に）
•日中'!時間以上］時間吕〇分未満］二人忖以上で一人・tす每に）

•日中1時間30分以上（ + 30分以上｝（二人付以上で一人増す毎に） 

・夜間早朗30分未満（二人付以上で一人增す毎に｝
・夜間¥«3〇分取上1痔間来酒（二人付以上で一人缁す毎に）
•復!M早期1時蘭以上1時間30分未満（二人付以上で一人增す毎に）

•夜間早劇1時間30分以上（ + 30分以上”二人忖型上で一人增す毎に） 
,深夜30分未満（二人忖以上で一人増す毎に）
・課夜30分以上1時間未満（二人忖咲上で一人増す毎に）
•深夜フ時間毆上］時間30分未満｛二人忖取上で~人增す拇仁）

・澤夜1時間30分以上（ + 30分戲上）（二人忖以上で一人壇す毎に）

以下のように文■を変更
•日中30分未満（二人）
・日中3D分以上1時IW未滋（二人）

•日中1時間以上1時間30分未満（二人）

•日中1時間30分以上（ + 30分以上）（二人）
・夜狗阜耶30分未酒｛二人）

・夜!W阜輛30分以上1時間未満（二人） 
•夜蘭早朝1痔閭以上1時間30分未満（二人）
・夜間早覇1時間30分以上（ + 30分以上）（二人） 
•深夜30分未満（二人）
・霹夜:30分以上1時間未湛（二人）

・深夜1時間以上'!時間30分未満（二人）

・深夜1時間30分以上（ + 30分以上）｛二人）

3S 7376.91.39.100

統合サービスコード

■1515100 *2515100 -252SIOO 
T515101 ^515101 *2525101 
■1515150 -2515150 *2525150 
■1515151 -2515151 '2525151

以下の統合サービスコードを割除

・!515100 *2515100 ・2525100 
*1515101 *2515101 -2525101 
'1515150 ^2515150 -2525150 
-1515151 -2515151 -2525151

4C 71,75.87.98
統合サービスコード 
•1410954 
*2510954

以下の統合サービスコー甘を剛除 

・!410954
^510954

4 66

——
帝考の※1は・豪度為博障害者更生援脛施般に限るa 
样考の※2は・重度島协障害者授産施股に限る。

rrr
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42 68-77
'—'一

43 68*77

以下の統合サービスコードの常考欄を返加 

H310854 儒考 4T 豪1
•1330954 ^1
■1350954傭考欄:※'I
■1370954
-1510054 H 希欄:灌2

44 19

サ-ビ入コードファイルレイアウトに暇下のぢ目を並 JUD 
9* ：25
璃目名:緻壇区分対・区分 
厲性:英数

内害:级山区分の対豪の医分

償ち:空白

45 19

サービスコードファイルレイアウトに以下の項目を強加 

9* ：26
瑣目名:用可能乞分

バイト敷:'!
内容:支摄竇签準/を単碼い7使用できるかどうがの!M斷する区分 

〇:としてそのまま梗用可

1:*«としてそのまま使用できない
悌希:空白

4¢ 19

WXD-Sファイルレイアウトに址下の瑣目を迫加 

瑣・ ：27
算定率

J1性:英敗

バイト®：5（1J）
内SrMffift用可能区分別'■广の堰合、単価として算罡すゐ率を桂定 

««:空白

47 35—57
78-102

取下のぎ目を追れ 
虞目名:i&地区分対象匿井 
項目名:単価快用可能区分 
境目名:単価尊定率

48 74,95

統會サービスコード 

*2325100 
*2325101 
*2325150 
-2325151

以下の統合サービスコードを刚除 

>2325100
■232510!
*2325150
■2325151

49 27,28,39,40.44,45

ゝ：

以下の統合サービスコー・を並加
*1115114 :ラ障居宅日中120 ^6115114 ・身障基準居宅日中!20
*1115154 : AftJB宅日中二人!20 窃わ5154 :畀障基準忌宅日中二人120
■1II52H 烏障晨宅日中夜間舉朗'120 -6H52I4 :ろ障基準屆宅吕中夜間早«12〇
■1115254 :烏皿忌宅日中夜简早朗ニ人120 ^6115254 ;島!・基準唐宅日中二人二人120
■1115314 :身障居宅日中深夜120 ・6115314 : ARtft準馬宅ヨ中靈
-1115354 :島障居宅日中深夜二人1£。 '6115354 :身障3t準居宅日中舉夜二人!20

50 27,2B,3940,44.45ヽ：
以下の統合サービスコードを童更
（瓷見前） （畫更後）
■1115114 .矗・居宅日中!20 + 305S H115115 :身障唇宅日中120 + 3〇※

■1115154 :身障居宅日中二人120 +30豪 ・1115155 :島!1膺宅日中二人120 +303¢
・门15214 :身・居宅日中aM^W 120+30^ H11S215 :身障居宅日中夜間早朗120+3〇※

・!115254 :身・精宅日中復聞早朝二人120 + 30^ -1115255 :身障屠宅日中言冏早鶴二入120 + 30豪
-1115314 :身障屠宅日中深夜120 + 30探 ・!115315 ;身煖居宅日中S«12O+3O^
H115354 :身障唐宅日中閑#二人120 +30^ '1115355 :為障居宅日中深夜二人120十3〇※

51 27,28.3S,40,44r45

以下の統合サービKコードを密更
（変更前） 〔変更後）

・6115114 :島障基準層宅日中12030楽 ・6115115 :身障基準層宅日中1203。楽

・6115154 :烏障基準居宅白中二人120 3〇※ *6115155 : Attft準JS宅日中二人120 3〇※
-5115214 :矗暉墓準居宅日中複間早W120 3〇※ ・6115215 :身障基準居宅日中夜简早朗］20 3〇※

・6115254 :昜障萬準居宅日中二人二人T 2030探 ・6115255 :身障基準居宅日中二人二人12030^
・6115314 j身障3t準唐宅日中躁夜120 30※ ・6115315 :身障墓準JH宅日中蕉夜120 30豪
■6115354 :身障墓準J!宅日中注夜二人12030^ 诵115355 :身障基準屠宅日中課夜二人12030^

52 39,40,44,^5

以节の秋含サービスコードのサービス内容运を変更 
仗見後）
•日中1時間30分以上（+ 30分以上） 
•日中'1時間30分规よ（+ 30分以上）（二人）

・衣聞早時間30分以上（ + 30分以上｝
•夜閭早朝1時閒30分以上¢+30分以上）（二人｝ 

・深夜1跨简3D分以上（ + 30分以上）

・滌夜1BWBJ3O分以上（+3口分以上）（二人）

型下の統合サービスコードのサービス内容2を変更 

（変更後）
•日中2時間以上（十30分以上）
•日中2睛間以上（ + 30分以上）（二人）

・夜間早朗2時間以上（ + 30分以上） 
•夜間軍朗2時間以上（ + 30分以上）（二人）

・深夜2時間収上（+ 3口分以上｝
・躁夜2時間以上（ + 30分以上）（二人｝

53 27,28.39,40,44,45 日常生活支摄（仮韩）
取下のように文・を礎更 

日常生活支援

54 6B-7J

サービス内容1 
・ゆ規棋
・標準］

大規横

・併股第10人 
・併&W20人 

・通斷2人 
・通所ヨ口人

下記の上うにサービス内容1の文書を変更
｛身障見生施设愛見前） 更生施般変更後）

，小栽模 ・4。人以下
・樨率'! -41-60人
・糅準2 *61~90A

人以上
（身障療压施设変廈前） （身障更生施笑瓷更後）

・^RW1O人 ・1。人

・併 KW20 人 ・11-20A
・小甥松 ・30*4 〇人
・標準1 Y?〜60人
・操準2 -61-90人
・大規棋 ・91人以上
・通所10人 ■通Bt6~1〇人
•通所20人 ・通所い〜20人

（身障按産施般変更和） （身障授産施設童更按｝

・り、規横 ・40人以下
・mmi ・41-60人
・權準2 ・61-90人
•大規模 人以上

（身障通所按産施設丸更初） （身障授産施般奄更後）

・小規模 ・2〇人
•糕準1 ・21-40人
・植準2 ・41-60人
•大規模 ・知人以上

つ3



55 74-77

サービス内容1
•小規模
•糅準1
權蛾?
は理議
・併st本体'io人 

・併设本誌20人 
・燃Eho人
・#№20人

下記のようにサービス内容1の文書を壹更
（知障入所更生施設変更前） （知障入所更主施购密更後）

・小规檯 ・30-40人以下
-#2B1 ・4'I“6O 人
•權準2 ・61—90人
•大規at •»人以上
・併段本体10人 •併BMO人
・供!！t本体の人 ・併證11-20人
・併般コ0人 ・1〇人

・併股Z0人 ・い~20人
（知障通所更生施設农更利） （知障通所見生施設変更进）
•小效横 ・ヨ〇人
・標準1 -21-40人
•搏準2 ・41-60人
•大堀樓 ・61人么上

（知障提産施竝变更赫） （知障援産施设密更程）

・りゝHfl! ・40人以下
・擴準'1 ・41—60人
・標準2 ・61*-90人
•大規模 ・釦人以上

（知障通所授産临設童蔓前｝ （知障授産屿股誉更後）
•小規樓 ヾ〇人

・標準1 ・21-*40A
■At準2 ・41〜6。人
・大規模 ・6"!人以上

56 78-84

生爲験内部肆害者更生篦设以外｝

・定員壊揍GS所による入所者の定・を除く。ホを離き以下同じ）が40人以下の施 

般
・定員換棋力£41人以上60人以下の施!S
•定員規模がも］人以上90人以下の施tft
•定員眾模がも1人以上の指定施般支援を提供すゐ±・含

•通所による掏定施显支援を提供すゐ埸會

下記のようにサービス内容1の文首を童菱 

（4AK生施設内部障書者/生施段以蚪｝
•入所定・（通所によ為入所者の定員を徐0履下同じ）が4〇人以下の埸舍 
•入所定員が41人以上も〇人以下の場合
・入所定員が61人Ul±90人以下の塔合
・入所定Hが91人以上の增合

•通所による捋定擁股支摂を行う增會

57 84-86

〔身障廈生施般内部障書書更生施址〉
・定*规樓が40人以下の施般
•定員規模が41人以上60人以下の施般

•定■規模が61人以上90人以下の施股

・定・规樓力也1人以上の指定施設支援杳揚供する場合 
•通所による指龙施設支撰を摄供する埸舍

下圮のようにサービXA§1の文盲を誉更 
生临设内部障書者愛生施股） 

•入所定■が40人型下の增舍 
・入所定賈が4フ人以上吕〇人以下の增舍 
•入所定員が61人tl±90人以下の埸合 

•入所定員那91人以上の增含 

•通所による捋定施般支援を行う埸倉

58 87—90

（聲障療准施般）
•定・規模が30人収上40人以下の埸合

•定員规模が41人以上60人以下の埸合 
•定員規模が6=人以上9〇人以下の增舍 

・定•規模が91人以上の增合
•定录規模が1P人以下の施他の施設と併!&铮する場合）

•主員規模が2 〇人以上2資人说下の施毅（他の施股と併設镖する增合） 
・通所4AHIT
・通所吕人〇人
・通所1ゝ人〜20人

下記のようにサービス内暮1の文直を変見
（H障療BE施设）
・入所定仇が30人臥上4口人以下の塢合

・入所宦・が41人以上60人以下の埸合

•入所定・お细1人规上90人以下の埸舍
・入所宦・がg1人以上の埸合

・入所定鼻が1O人の埸舍
•入所定■が11人以上Z0人以下の場合 
・海所による入所看の定Hが4人以下の堆含 
•通所による入所者の定・が5人以上10人以下の埸合 
•通所によゐ入所者の定員がゝコ人以上20人以下の埸合

59 90-92

｛身障攪産施股）
•定貝規模わ40人以下の施設
♦定員規模がら］人以・上90人以下の施1¢ 
•定員規模が91人以上の甥舍
•通所による指定施股支援を提供する埸合 
・分埸による指定施醛支撥を握供する埸合

下記のようにサービス内窖1の文售を直更 
（身障攪産施设）
・入所定・が40人以下の増合
•入所定員邦41人以上60人以下の增合 
・入所定員が占1人以上90人以下の增合 
•入所定!1^91人以上の增合

•通所による檜定施设夷携を行う塔合 

・分増において行う塢含

60 92-93

（昜睦通所援産施股）
•建員規横（分場の入所者の定・を除く。氏下ニにおいて同じ。）が20人の施设 

・定・规模が2 =人曦上40人歆下の施設

•定が41人以上60人以下の施股
・走員規按が61人以上の施设
•分塢による指定施堆支援在提供する増合

下妃のようにサービス内容1の文営を変更
〔身障通所授産施故）
•通所による入所者の定・ （分增に係る入所耆の定員を除く.以下同じ。｝が2口人の埸舍
•通所による入祈者の定・が2コ人以上再。人以下の堰合

•通所による入所耆のSAM4!人以上60人以下の塔合
•通所による入所者の定員が6F人以上の堰舍

•分場において行う埸合

61 93-96

（知障更生施設）
•定員規複郃40人以下の施設
・定員規人以上60人以下の施设 
・定員人以上90人以下の施般 
・宦員規模が91人以上の埸合
•分竭による指定施設支援を提供する埸舍 

•併股本体10人
・併説本体20人
•WK10 人
・併設20人
•通所によ畐指定施般支援を提供する塢合

下記のようにサービ乂内容ゝの文首を蛮更
（知障見生施股）
•入所定員邦30人以上40人以下め塢合
•入所定員那41人以上60人以下の墙合
・入所定員加EH人以上90人以下の埸合

・入所定MA19!人以上の堵合
・入所定・邦10人の3■會（当旅施股に併般する施設が主たる施股）
・入所定・が人^±20人以下の增書（窘餓施15に併設すゐ施讎が主たる施設）

・入所定・为り〇人の堆仓（当俺施般那主ナニる施峻）
•入所定員カ釣1人tl±20人也下の場合（豈旅施設が主たる施股）

•通所による指定施般支援を行う增合

62 97-98

（妁障通所更生施般）
•定・規模が20人の龍股
•定員螺模が2 3人以上40人型下の施般 

・定翼規模が41人tl±60人以下の施般 
•定■規模が61人以上の場合

•分堪による指定施!I支抉を提供する增含

下記のようにサービス内容1の文書を変更

（知障通所題生搐JS）
•通所による入所者の定鼻（分埸rcffii入所者の定鼻を除く以下周じ）が2口人の壊含 
•通所による入所耆の定鼻が21人以上40人以下の増合

•通断によゐ入祈者の定・が43人以上60人以下の墙舍
•通所による入所者の定員が61人以上の埸合

•分增に机だ行う增合

63 9B-100

（知雌援産施SO
•定■規篠が40人の施設
・定員規樓が41人以上60人以下の施證 

•定H規模が61人以上90人以下の施般 
•定員爆模が人以上の增合
・通断によゐ指定俺段支損を提供する曙舍

下杞のようにサービス内容］の文書を務更 
M援産！阪
•入所龙員那40人型下の場合
・入所定Hが41人以上60人以下の埸合 

・入所定A ^61人以上90人以下の埸舍 
・入所定・那も1人以上の增舍

・顽所によゐ指定施说支援を厅う埸舍

64 101-102

（蚓障通所授産施般）
•定鼻規模が20人の施般

・定員規棋が21人以上40人以下の施设 
•定H規模が41人以上60人以下の施般 
・宦員規模が61人以上の場合
•分嚅による指定施设支援を提拱する埸合

下記のようにサービ乂内容1の文肯を憲更
（知暉通断援産施從）
•通所による入所愛の宦・が2 〇人の埸合

，通断によみ入所者の定員が21人以上40人以下の増舍 
•通所による入所者の定!M4!人戲上60人以下の增舍 
•通所による入所音の定債が6ゝ人以上の埸會

・分埸に挣いて行う増含

フa



インタフェース仕様書解説書（案）

サービス事業所インタフェース編

Japanese Association of Healthcare Information Systems Industry

保健医療福祉情報システム工業会

平成15年3月5日

この資料は、関係者の準備に資するため、現段階で 

考えられる事項を整理したものであり、今後、変更があ 

り得るものである。
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改定履歴

平成14年9月12日（木）支援費制度担当課長会簾資料の「インターフェ-ス仕様書解脱晝（寨）」に対する改定駁歴

N0 ページ 改定前 改定後

1 277
下記の文ま追加

CSVファイルの区切り文字は匚」（半角カンマ）とする。

2

6.データ股定例を追加

データ殺定例 市町村コード（英数5桁）、氏名カナ、澳字氏名、数・
（«）

① "D0005","テストカナシメイ","テスト漢字氏名"."0001〇"

② 00005/テストカナシメイ,"テスト澳字氏名".00010
③ "0QQ05"."テストカナシメイ","テスト漢字氏名"」〇

（W
④ 5,"テストカナシメイ"."テスト漢字氏名","00010"（英数の前ゼロ省略不可）

⑤ "00005","テストカナシメイ"・テスト漠字氏名."〇0010" ¢91字は囲む必

3 278 依頼区分 ファイル構咸図（契約内容情報）の契約内容情報レコードより依«（区分を削除

4
279
285
288

福祉事務所コードの内容;

送忖先（元）が福祉事務所の場合・福祉事務所の種類を锻別 

するためのコード

市町村の場合はZEROを股定

下記のように変更

福祉事務所コードの内容:

送付先（元｝が權祉事務所の埸舍、福祉事務所の種類を犧別するためのコード 

複数福祉事務所が存在しない市町村の増舍はZEROを設定

5 279

下記の頊@の必須入力（契約終了）を追加 

項目名汀サービス穆類」の恶須入力（契約維了）： ◎ 

『サービス区分わの必須入力（契約終了）：© 

『サービス区分刎の必須入力（契約終了）：◎ 

『契約開始年月日」の必須入力（契約終了）： ©

B 279

下記の及目を追加 

項目名:分埸番号 

廣性漢數

内容:由强所を躍別する番号 

必須入力（蜒約報告区分別）:△

7 279

下記の項目を追加

項目名:事業区分

虜性:英数

が仆數□
内容:サービスコードの事集区分（使用す召がしないがは各自治体の判断｝ 

必31入力（契約報告区分別｝:△
〇考;※5

8 279
エラーコード 

バイト散や

下記の項目のパイト数を修正 

項目名:エラーコード

バイト数:4

9 279
報告年月日の必須入力捋:〇 

事巢者記入欄番号の必狈入力権:〇

下記のように変更

報告年月日の必須入力欄:◎ 

事集者記入欄裤号の必須入力櫃:©

10 279
終了日までの既提供畳の必須入力欄; 

•新规契約:空白

•契約变更（今回契約）:空白

下記のように変更

終了日までの麻提供・の必須入力欄: 

噺规契約:△

・契約変更（今回契約）：△

11 280 契約支拾・は整数部3桁・小数部1桁
下記の項目を修正

※&飆約支給・は整数部:3桁•小数部2桁

12 284 依頼区分

ファイル構成図（事集者謂求悄報）の事集奢H求悄報・基本レコードより 

依賴区分を剛除

ファイル權成團（事集音講求情報）の事集者睛求1W報・明細レコードより依賴区分 
を削除

13 284

下記の文を追加

※居宅生活支援費の规的障害者地域生活援助と施設訓練等支援費について 

月の途中に入退所が複数回あった埸合は、事集者摘求情報•基本レコードを分け 

て件成する.

14 285

下記の項目を追加

項目名:分壌毎号

腸性:英数

内容:出張所、分增を槪别する番号

必須入力（（請我明細■撩式別）:居宅介護と全施設共通のみ△

15 285
項番:21
項目名:本人分RSJ・コード

備考欄:※6
備考がら※6を削除

16 285
項目名:本人分利用者优担額基準単価 

属性:英数

項目名:本人分利用者賀担餓基準単価 

I・性:数字

17 285
項目名;本人分利用者実負担额
内容:本人分利用者員担額一本人分利用者上限額 

（上限額〉負担额の墙合は負担額をそのまま設定）

頊目名:本人分利用者実負担額 

内容;支援費基準額一本人分利用者負担額 

（支援費額^負担額の場合:負担額を設定 

支援費額 < 負担額の境舍:差額を段定）

18 285
项番:28
項目:8:扶養義務者分階用コード

輪考欄:孤6
備考から※6を削除

19 286 扶養義務耆分利用者負担额
下記のようにSE更
扶養鑫務者分利用者負担SUE準単価

2C 286
項目名:扶養義務耆分利用者実負担额
内容;扶養栽務耆分利用耆負担额一扶養義務者分利用者 

上限額（上限额〉負担額の場合は負担額をそのまま設定）

項目名:扶養義務者分利用者実負担額

内容:支援費基準额一《本人分利用者負担額+扶養義務者分利用者負担額） 

（支援費额苣本人負担額+扶養義務眷負担額の塲舍:負担額を股定 

支援費貌く本人負担額+扶養義務書負担額の埸舍:差額を設定）

ウわ



改定履歴

平成14年9月12日（木｝支援費制度担当課長会議資料の「インターフェ-ス仕様書解説書（案）」に対する改定履歴

N0 ページ 改定前 改定後

21 286X 下記の項目を追加

項番:41虞目名:入诜日数!!性:數字バイト数:2 
内容:入院した日数

必须入力:居宅介議: 

デイサービス: 

短期入所: 

地域生活摄助: 

全施設共通:△ 

備考:※客 

項番:42項目名:FILLER属性:一バイト数:一 
内容.一 

必須入力:居宅介護:空白 

デイサービス:空白 

短期入所:空白 

地域主活援助:空白 

全施設共通:空白

22 286
エラーコード 

バイト数:3

下杞の項目のバ仆数を修正 

項目名:Hラーコード 

バイト数:4

23 286 網掛项目現在の請求様式にない項目
下記の文を削除 

網掛項目現在の讀求様式にない項目

24 286

※乩利用者負担額は再本人分•扶養者分が各々発生している 

埸合は酸当ずる項目群郡必須

本人分が発生する埸合、项番20-25まで必須（地域生活援 

助は除く施設は数量•単位!S定なし）

扶養者分が発生する埸合、項番2フ〜;32まで必須
｛地域生活援助は除く、施設は数■・単隹設定なし）

下記の文を修正

※&利用者負担額は、本人分・扶養者分が各々発生している埸合は該当する項 

目群が必須

本人分が発生する場合，项番まで必須（地域牛活援助は除。施設は数 

■ •単位設定なし）

扶養者分が発生する埸合・項番29-33まで必須（地域生活援助は除く、施設は 
数量•単位設定なし）
【本人分利用者負担数!し扶養義務者分利用者負担数・［二ついで】

利用者負担額計算欄の数■については、少数点の値が設定される場合がある0 
（提供回数ではなく、時間怕日数で積算を行うため小数点の催が設定される可能 

性がある）

25 286
支援費基準月額単価

バイト数:6
支援費基準月額単価 

バイト数:7

26 286

下記の文を追加

海8.入院日、退院日を含まない日数を設定
（月に複数回入退院があった境合でも、まとめて設定する。） 

（例）4泊5日の境合は、"3"を設定

27 287

下記の項目を追加

•請求株式:その也

第:3者機関及び市町村で自由に設定して使用する虜別番号 
入力離別番号:”900广〜9999”

28 288

下記の項目を追加 

項目名:分增番号 

廉性:英数

パ仆数:2
内容:出强所、分增を嚴別する番号

必須入力（（請求明細書!・戎別）:居宅介議と全施設共通のみA

29 288 項目名:サービス詳細コード
下記のよ引二変更 

項目塔:サービスコード

30 288

下記の項目を追加

項目喀:事篥区分

属性:英数

ボ仆数门
内容:サービスコードの事菓区分（使用するがしないがは各自治休の判断） 

必須入力（契約報告区分别）:△

31 288

下記の項目を追加

項番:19項目名:汎用区分コ厲性:英数 バイト数:2 
内容:第三者機関で自由に使用できる汎用区分 

必須入力:居宅介£!：▲

デイサービス:▲

短期入所:A
地域生活援助:▲ 
全施設共通.▲

頊番:2〇項目名:汎用区分2属性:英数バイト数:2 
内容:第三者機関で自由に便用できる汎用区分 

必須入力:居宅介at；«
ディサービ入:▲

短期入所;▲

地域生活援助:血 
ム施設共通.▲

项番:"項目名:汎用区分3属性:英数バイト数:2 
内容;第三者櫃関で自由に便用できる汎用区分 

必須入力:居宅介

デイサービス:▲

短期入所:▲

地域主活援助:虚 

全施設共通:▲ 

項番:22項目名:汎用区分4 JR性:英数 バ仆数:2 
内容:第三者機関で自由に使用できる汎用区分 

必須入力:居宅介厲：▲
デイサービス:▲

短期入所:播

地域生活援助:▲

全施設共通:▲

項番:23項目名:汎用区分5属性:英数 バイト数:2 
内容:第三者機関で自由に使用できる汎用区分 

0須入力:居宅介證:▲
デイサービス:▲

短期入所:▲

地域生活援助:▲

全施盤共通:血

TTT



改定履歴

平成14年9月12日（木〉支援賣制度担当課長会議資斛の「インターフェ-スせ様書解説書（案）」に対する改定規歴

N0 ページ 改克前 改定後

32 288

下品项目を追加

「居宅支援に通常8¢ずる費用の額計算arの数・については=提供回数を杞載す 

るため、サービスの回数を股定© （整数酒のみ）

（サービスコードにて再デイサービス怕短期入所の算定単恆を犠別可絶としている）

一方、”利用者囊担額計算ATの數■については、少数点の値が股定される場合 
がある。（提供回數ではなく、時間や日數で積算を行うため小数点の值が般定され 

る可能性がある）

33 288
サービス字価

バ仆數:G
サービス単価 

バイト数:フ

34 289

门）事撲書睛求摘報について

事集者精求悄報は、基本的に「居宅生活支援費施設訓練等 

支援費靖求書」（様式22）及び各サービス毎の購求明細畫 

｛様式23-27）0内容を設定するものである

下配の文に修正

（i）*・者請求悄報について

事業者！!求悄報は、各サービス毎の精求明細・（様式23~27）の内容を設定す 
るものである

35 289

下記の文を追加

・月の途中に入退所が複数回あった埸合、事業者舖求情報•基本レコードを分けて 

作成するため、それぞれに入退日、退所日を設定することとする。

•入所者が病院または診療所への入院した埸合、入院の初日及む最終日に関して 

は施額請求することが可從であるが、それ以并は80%の额を購求する必更があ 
る。そのため、基本悄報ファイルレイアウト入院日数には入院の初日及び最終日を 

除いた入院日数を設定する;:ととする.（月の途中に入退院が複数回あった場合 

は、合算した入院日数を設定すること。）

•基本情報ファイルレイアウトの42番はあえて空き«g（ = FlLLER）として管理し、 
今後必要な管理項目が生じた場合に使用する。

平成15年1月28日（火）支援費制度担当操長会議資料の「インターフェ-ス仕様書解説書（案｝」に対する改定!#歴

NO ページ 改定前 改定後

36 116
月の途中に入退所那複数回あった埸舍は再事集者擠求悄報・ 
基本レコードを分けて作成する。

下記の文に修正

月の途中に入退所が複数回あった場合は、事集者請求悄報•基本レコードと請求 

明細レコードは分けて作成する。

37 117 
-*118

頊番门7頊目名:決定支給・ 

頊番:]8項目名:提供量 

項番;19項目名:サービス提拱日数 

9S:20項目名:サービス提供日 

項番だ:3项目名:本人井利用者負担数豎 
項番:24項目名:本人分数・単位 

项番:2き顼目名:本人分利用者倉担額 
項S：30項目名:扶養赫務者分利用者負担数・ 

项番:31項目名:扶養雜務者分数・単位 

項番:32瑣目名:扶養K務者分利用者負担額 

項番:39項目名:穩算根拠と理由

下記の項@をFILLERに変更 

項番:17项目名:HLLER 
瑣番:18项目名:FILLER 
填番:19项目名:FILLER 
项番:20項目名:FILLER 
頊養:23项目名:FILLER 
项書:24项目名:FILLER 
项誓:25項目名:FILLER 
項番:30项目«:FILLER 
项番:31 «g«:FlLLER 
項番:32項目名:FILLER 
項番:39項目名:FILLER

38 117 
—118

項番:27项目名:本人分摘要
必須入力（請求明細・様式別）:全施設共通空白 

項番:34項目名:扶養栽務者分摘要

必須入力1請求明細書様式別）:全施股共通空白

下記のように変更 

«»：27項目名:本人分播要
必須入力（晴求明細書様式别）:全施股共通△ 

項番:34项目名:扶養務務者分摘要
必須入力（鋼求明細■様式别）:全施設共通△

39 117 
〜118

項番:26項目名:本人分利用者実負担額 

冷番:33項目名:扶養雑務者分利用者寞負担額

下IEのように変更

項＞:26項目喀:本人分利用者負担額

項番:33項目名:扶養雑務者分利用者負担額

40 117 項#:15項目名:入所日備考:空白 

項番门7項目名:退所日備考:空白

下記のよ引こ変更

現番□B項同名:入所日備考:※g 
項番门7項目名:退所日備考:※9

41 118

※&利用者負担额は、本人分・扶養者分が各々発生している 

埸合は誡当する项目群が必須

本人分が発生する埸合、項番22〜26まで必須（地城生活援 
助は除く施設は数量•単位設定なし）

扶養者分が発性すゐ埸合“項番29〜;33まで必須（地域生活 
援助は除く、施設は数・・単恆設定なし）

｛提供回数ではなく、時間や日数で積算を行うため少数点の1» 
が設定される可能性がある。）

下記のように変更
※&利用者負担甑は、本人分・扶養者分が各々発生していゐ埸合は該当する項 

目群护必细
本人分が発生すゐ埸合、项番22-26まで必須（地域生活援助は除く） 

扶養者分が発生する增合、項番〜33まで必須（地域生活援助は除く〉

42 118 項番:13項目名:サービスコード 
備考:空白

下記のように蛮更

项番:13項目名:サービスコー•ド

購考:※6

43 11B
※玄 入所日、退所日は購求を行うサービス提供年月時に入所した埸合 

や退所した埸合のみ設定する。（サービス提供年月の月と、入退所日の 

片は同-'となる）

44 120

項番:16項目名:サービス数・
项番:17項目名:サービス数量単位
必須入力（爾求明細書様式别）:居宅介護:◎ 

デイサービス:© 

短期入所:◎ 

地域生活援助:◎ 

全施般共通;◎

下記のように変更

项爵:e 项目名:サービス数量

項番:17項目名:サービス数・単位
必須入力（請求明細書様式別）:居宅介護:△ 

デイサービス:△ 

短期入所:△ 

地域生活援助:空白 

全施設共通:空白

45 121

下記の文を追加

※ミ施股の埸合の支援费本体の誘求時に関して、入院があるケー人の場合のみ 

厚労省が示した算定の方式で計算し、支援費本休のサービスコードでまとめてゝレ 

コードで#!集し*設定する。

J?9



I項目設定時の留意事項

1ファイルの形式について

・ファイル形式はCSV形式とする。（固定長は考慮しない）

■媒休は伝送-MO-FDが考えられるがその区分は管理しないので情報として必要としない。

-1つの情報（ファイル〉が複数枚にわたる（特にFD）ケースは考慮していない。

その場合、データを矛盾がないよう（請求情報であれば1明細書の途中では分割不可） 

複数分割するが、M〇等の大容量媒休を使用されたい。

• csvファイルの区切り文字は「,」（半角カンマ）とする。

2数字項目について

・年月日項目は西曆4桁年+月2桁+H2桁の計8桁とする。

設定例 2002年6月1日を設定する場合、” 20020601”（月・日の前ZER〇は省略不可）

•年月項目は西暦4桁年+月2桁の計6桁とする。

設定例 2002年6月を設定する埸合、” 200206”（月の前ZER 〇は省略不可）

・数量を表す項目でマイナスが発生しうるものは、後述ファイルレイアウトの属性欄に” S付数字”等表記。 

設定例 一 5000を設定する場合、”一 500〇”

O（ZERO）を設定する場合、”〇”

•数量を表す項目で小数部が発生しうるものは、後述ファイルレイアウトのバイト数欄に”6（3.2）”等表記。 

設定例 12.5を設定する埸合、”]2. 5”
24. 25を設定する場合、”24. 25”
30を設定する場合、”3〇・ 〇・, 

O（ZERO）を設定する場合、”〇・ 〇”

・数字項目の場合、「”」で項目前後を挟まなくてもよい。

・設定が省略された場合、年月（日）項目は未設定、数量項目はZER〇とみなす。

・年月（日）項目にZEROが設定された場合、未設定とみなす。

3英数字項目について

■項目データの中に「,」（カンマ）「△」门バイトスペース）、「”」（ダブルコーテーション）が含まれる 

場合は、頊目のデータ全体を「”」で挟み、項目のデータ中に「5が含まれる場合は、項目のデータ 

中の!'”」を1'””」（2つのダブルコーテーション）に置き換えること。

-実質、数値しか設定されない項目においても、項目バイト数分前ZER〇を設定すること。

4漢字項目について

•漢字項目は全て、「5で前後を挟むこと。漢字項目に1バイト文字を指定することはできない。

5データの並び順（格納順）について

•1つの情報の中でデータの並び順序は特定しない。（意識しなくてよい） 

ただし、事業者請求情報に関しては、基本レコードに関連する明細レコードはまとめて 

格納する必要がある。（事業者請求情報のファイル構成図を参照）

6データ設定例 市町村コード（英数5桁）、氏名カナ（半角カナ）、漢字氏名（全角）、数量（数字5桁） 

（良）

① "00005",行ストカナシメイ","テスト漢字氏名"，"〇001〇"

② 00005,テ入トカナシメイ,"テスト漢字氏名",00010
③ "00005"，"湫トカナシメイ","テスト漢字氏名",10

（悪）

④ 5,"亍ストカナシメイ","テスト漢字氏名","00010" （英数の前ゼロ省略不可）

⑤ "00005"，"湫トカナシメイ",テスト漢字氏名,z，00010"（漢字は囲む必要あり）



n契約内容情報

1ファイル構成図

契約内容情報レコード

契約内容情報レコード

契約内容情報レコード 

交換情報識別番号 

契約報告区分 

市町村コード 

福祉事務所コード 

事業者番号

報告年月日

N件（契約件数） 契約終了年月日

契約内容情報レコード

ゝマ/



必須入力欄 ◎:全パターン共通で必須、〇:パターン毎に必須、△:必要な場合に設定

▲:標準システムではブランクでよい、取込先が必須としている場合には設定

2ファイノレレイアウト

項番 項目名 属性 ハ•仆数 内容

必須 

锲約 
区为

作 

新:1 
規！系 

契:t 
約］貝

:前 
:回 

1契 
:約

入力 

報告 
ト別）

成

?;契 
勺俪 

E :終

勒 

回: 

契1 
約:

備考

1 交換情報識別番号 英数 4 当情報の内容を識別するための番号 ©:© ©:©
2 契約報告区分 英数 1 契約報告を行う理由 ©:© ©:© 探2

3 市町村コード 英数 6

支援費を該当受給者に支給する 

市町村の管理番号
仔エック亍•シ•ット1桁含む｝ 

福祉事務所の埸合は福祉事務所 

番号

©:© ©:©

4 福祉事務所コード 英数 1

送付先（元）が福祉事務所の場合、 

福祉事務所の種類を識別するため 

のコード

複数福祉事務所が存在しない市町村の 

場合はZEROを設定

©:© ◎個

5 事業者番号 英数 14 契約を締結した事業者番号 ©:© ©:©
6 分場番号 英数 2 出張所の有鹽を識別する番号

7 報告年月日 数字 8 市町村に当該契約を報告した年月日 ©:©

8 受給者証番号 英数 10 居宅受給者証に記載されている 

受給者の管理番号
©:© ©:©

9 事業者記入欄番号 数字 2 当該契約を記載した受給者証の 

事業者記入欄番号 ©:© ©:©

10 記入欄番号予備区分 英数 1 A： A A: △ 探3
11 法区分 英数 1 支援費対象の法を識別する区分 ©:© ©:© ※厶

12 サービス種類 英数 2 契約支給屋を管理する単位 ©；© ※ゝ

13 サービス区分1 英数 2 契約支給畳を管理する単位 ©:© ©:© 探5
14 サービス区分2 英数 2 契約支給;8を管理する単位 ©:© ©:© ※ゝ

15 事業区分 英数 1 サービスコードの事業区分
（使用するかしない力、は各自治休の判断）

A： A △込 ※厶

16 契約支給量 数字 6(3.2) 契約時に決定した支給畳 〇! 〇: 沁

17 終了日までの既提供量 数字 6(3.2)
契約終了時に終了月中の終了日 

までに既に提供した支給量
A:〇 A:〇 探6

18 契約開始年月日 数字 8 当該支給畳で契約を開始する年月日 ©:© ©:©

19 契約終了年月日 数字 8 当該支給量で契約を終了した年月日 A:〇 A:〇 ※フ

20 汎用区分1 英数 2 第三者機関で自由に使用できる汎用区分

21 汎用区分2 英数 2 第三者機関で自由に便用できる汎用区分 ▲注

22 汎用区分3 英数 2 第三者機関で自由に使用できる汎用区分

23 汎用区分4 英数 2 第三者機関で自由に使用できる汎用区分 ▲ :▲ ▲ :▲

24 汎用区分5 英数 2 第三者機関で自由に使用できる汎用区分

25 受給者氏名カナ 英数 30 当該契約受給者氏名カナ A：A
26 利用者氏名カナ 英数 30 当該契約利用者氏名カナ ▲ ：▲
27 エラーフラグ 英数 1 伝送でのエラーチェック結果 : 探8
28 エラーコード 英数 4 伝送でのエラーチェック結果コード : 1 探8

血



※・し全レコード”S001”（支援費■契約内容情報の意）固定

探2. ”1”:新規契約、”2”:契約変更（前回契約の終了）、”3”:契約変更（今回新規契約）、”4”:契約終了 

探3.当該契約を居宅受給者証に記載する際に、予備欄を使用した埸合のみ” * ”を設定する。

探4. ”1”:身体障害、”2”:知的障害、”3”:児童
孤5.契約を行う単位をサービスコードで表す。（現時点では契約単位が不明）

探6.契約支給量は整数部3桁■小数部2桁
※ア 新規契約等で契約終了日を設定するケース有。詳しくは後述のデータ作成方法参照

探8.受渡しを伝送で行ったときに、エラーチェック結果が設定される項目

（例）エラーフラグの内容は、”〇”:正常、”1”:エラー

※伝送で処理する各第三者機関、市町村によってエラーコードは異なることを想定

.2



3データ作成方法

（1） 契約内容情報について

・契約内容情報は、基本的に「契約内容報告書」に記載されている内容を設定するものである。

■「契約内容報告書」は、次の項目で一意になると想定している。

① 契約の理由（新規契約、支給量変更等）

② 法の区分

③ 事業者番号

④ 市町村コード

⑤ 受給者番号

⑥ 契約の支給量を管理するサービス単位（家事援助、基本事業、入浴等）

⑦ 契約開始日

（2） 作成タイミングについて

■事業者が受給者と契約を締結した直後、又は遅くともその契約に拘る請求の支給審査が行わ 

れる月初までに、作成し提出する必要がある。

（3） 設定パターンについて

・契約内容報告は、次のパターンがあり、特に支給量の変更を行う場合等においては、他事業者 

の契約支給量及びその有効年月に留意する必要がある。（☆付パターンに注意）

①新規契約

ア同一のサービスで他事業者が契約していない場合においては、新規契約内容をそのま 

ま設定すればよい。

くデータ設定例〉（対象受給者や契約支給量の単位は、全て同一として省略）

A事業者が4月から支給量30の契約を行った場合

契約報告区分 事篥者 契約支給fit 契約開始日 契約終了日

1（新規｝ A事業者 30 4月1日

イ同一のサービスで他事業者が契約（継続中）している場合においては、他事業者の契約 

支給量を当該受給者の支給決定支給量から減算した値（これより後”契約支給量残”と呼 

ぶ）を上回らない範囲での契約支給量を設定することとなる。

図に示すと

4月 5月 6月
決定支給量 100 100 100
A事業者契約支給量 30 30 30
”契約支給量残” 70 70 70

＜データ設定例〉

B事業者が4月から支給量70の契約を行った場合

廉契約支給量は、契約支給畳残を超えてはならない。

契約報告区分 事業者 契約支給量 契約開始日 契約終了日

1（新規） B事業者 70 4月伯

nr 



☆ウ同一のサービスで他事業者が契約（当月終了）している場合においては、当月と翌月から 

の支給量を分けて考える必要がある。

図に示すと

決定支給量

A事業者契約支給畳
B事業者契約支給量
（5月20日で終了）

4月 5月 6月
100 100 100
30 30 30
70 50
”契約支給量残” 20 70

この状態で日事業者の代わりにC事業者が契約する場合、契約可能な支給量上限値は、 

5月が20、6月以降70である。

上限一杯の契約をする場合、契約及び受給者証への記載は、5月21日がら契約支給量 

70で行われることが予想される。

しかし、C事業者の5月の請求を審査する場合、サービス提供量の上限チェックにおいて 

契約支給量20の値がないと審査不可能である。

したがって、契約内容情報としては、5月と6月以降の各々2件情報が必要になる。 

ただし、6月以降も支給量20とする場合は1件の情報でよい。

また、契約日が月の初日である場合も1件の情報でよい°

くデータ設定例〉（契約月当月と翌月で支給最が異なる場合）

契約報告区分 事業耆 契約支給・ 契約開始日 契約終了日

1（新規） c事篥者 20 5月21日 5月31日

1（新規） c壽業者 70 6月1日

※新規で2件作成し、1件目は契約終了日の設定が必要。

②契約変更

ア変更分の契約日が月の初日である場合においては、前回契約分の終了情報と変更後の 

情報を併せて2件設定すれぱよい。

＜データ設定例＞

A事業者が4月から支給量50の契約を6月1日から80に変更する場合

探1件目:前回契約分の終了情報、2件目:支給量変更後の情報

契約報告区分 事業者 契約支給量 契約開始日 契約終了日 既提供量

2 （変更） A事業者 設定不要 4月1日 5月31日 50

3（変更） A事篥者 80 6月1日

契約報告区分の値（コード）力灯件目と2件目で異なることに注意。

☆イ変更分の契約日が月途中の場合においては、前回契約分の終了情報と契約月の月末迄 

の支給量情報及び翌月からの支給量情報の3件の設定が必要となる。

＜データ設定例〉

A事業者が4月から支給量50の契約を6月21日から80に変更する場合

6月!日〜20日迄の既提供量が30、6月21日〜月末までの予定量25と仮定

於



1件
2件
3件

※請求の上限チェックは月単位で行う為、6月の提供量上限値は1件目の既提供畳30と

契約報告区分 事業者 契約支給■ 契約開始日 契約終了日 既提供・

2 （変更） A事業者 設定不要 4月1日 6月20ヨ 30

3 （変更） A事業者 25 6月21日 6月30日

3 （変更） A事業者 80 7月1日

1件
2件

2件目の契約支給量25を合わせた55となる。

※上記の例で契約支給量を25に変更する場合（2件目と3件目の契約支給置が同値の堆合）は2件の設定でよい。

契約報告区分 事業者 契約支給矍 契約開始日 契約終了日 既提供量

2（変更） A事業者 般定不要 4月1日 6月20日 30

3（変更） A事業者 25 6月21日

③契約終了

終了させる契約情報を、1件設定すればよい。

くデータ設定例〉

A事業者が4月から支給量50の契約を6月20日で終了する場合

6月1日〜20日迄の既提供量が30と仮定

契約報告区分 事業者 契約支給豎 契約開始日 契約終了吕 既提供量

4（終了） A事業者 設定不要 4月1日 6月20日 30

（4）取消データについて

・契約内容情報の提出直後に訂正又は削除を行う場合においては、紙媒休又は口頭等によって対応する 

こととする。



m事業者請求情報

1ファイル構成図

事業者請求情報■基本レコード -------

------------------ ----------------- ヽ

事業者請求情報■明細レコード

事業者請求情報•基本レコード 

交換情報識別番号 

レコード区分

入力識別番号 

請求年月日

事業者請求情報•明細レコード
請求明細書

1枚の情報

；n件
I 請求明細書

! の明細行数）

利用者負担額合計 

支援費請求額 

積算根拠と理由

ノ
事業者請求情報・明細レコード

事業者請求情報・基本レコード

事業者請求情報■明細レコード 

交換情報識別番号 _______

レコード区分

入力識別番号 

請求年月日

サービス計 

サービス調整額 

サービス摘要

N件（請求明細書枚数）

事業者請求情報■基本レコード

上記の構成で1事業者あたりの1回の請求情報となる。

※居宅生活支援費の知的障害者地域生活援助と施設訓練等支援費について

月の途中に入退所が複数回あった場合は、事業者請求情報■基本レコードと請求明細レコードは 

分けて作成する。

4



2基本情報ファイルレイアウト

頊番 項目名 属性 ハ・仆数 内容

必須人力 

（請求明細書 

權弍刖ゝ 

作成

宅・イ,期・城!施

■W 1 1 1 F7T ・洁* ・灭

1ス1 !助!

備考

1 交換情報識别番号 英数 4 当悄報の内容を識別するための番号 ©:©:©:©:©
2 レコード区分 英数 1 基本と明細を讖別するための番号 ©:©:© 1©:© 探2

3 入力識別番号 英数 4
代理受領と憤還払いの别、 

及び請求明細書の様式を表す ©;©:©:◎ ※彳

4 請求年月日 数字 8 請求書を提出した年月日 ©:©:©:©:© 探4
5 請求年月 数字 6 構求書を提出した年月 ©:©:©:©:© ※厶

6 法区分 英数 1 支援費対象の法を熾別する区分 ©:©:©:©:© 探5
7 サービス提供年月 数字 6 サービスを提供した年片 ©:©:©:©:©
8 事業者番号 英数 14 サービスを提拱した事樂者番号 ©:©:©:©:©
9 分堪番号 英数 2 出5S所、分場を識別する番号 A： ： ：

10 市町村コード 英数 6

支援費を骸当受給者に支給する 

市町村の管理番号

（チェックデシ•ット1桁含む） 
福祉事務所の埸合は福祉事務所番号

©:©:©!©:©

11 福祉事務所コード 英数 1

送付先（元｝が福祉事務所の埸合、 

福祉事務所の種類を讖別するため 

のコード
複数福祉事務所が存在しない市町村の 

墙合はZER 〇を設定

◎ :© ;© :© :©

12 受給者証番号 英数 10
受給者証に記載されている 

受給者の管理番号

13 支給決定者氏名カナ 英数 30 支給決定者カナ氏名 ▲⑷▲从
14 支給決定児童氏名カナ 英数 30 支給決定児童カナ氏名

15 入所日 数字 8 入所（居）した年月日 ::: 探9
16 退所日 数字 8 退所（居）した年月日 :: 、、ゝ、、ゝ 探9
17 FILLER - 一

18 FILLER j 一 一
1 t 1 ■

19 FILLER 一 — ::::
20 FILLER 一 — 一 ；；i ：
21 本人分階層コード 英数 4 利用者本人の国基準•市基準の階曆 A'A'A： ：A

22
本人分利用者負担額 

基準単価
数字 6

支給決定時に決定された 

本人分利用者負担基準単価 A：A：A： ]△

23 FILLER j — 一

24 FILLER j 一 i
25 FILLER — 一 - i i :;
26 本人分利弼者負担額 数字 6 本人分利用者負担額 A：A：A： :A ※点

27 本人分摘要 英数 40 本人分摘要の記載事項 A：A：A： :A ※点

28 扶養義務者分階厲コード 英数 4 扶養義務者の国基準•市基準の階曆 A：A：A:、、4

29
扶養義務者分利用者 

負担額基準単価
数字 6

支給決定時に決定された 

扶養義務者分利用者負担基準単価 A；A：A： :A ※点

30 FILLER 一 一 一

31 FILLER 一 一 —
・ ・ i 1

32 FILLER 一 一

33 扶養義務者分利用者負担額 数字 6 扶養義務者分利用者負担額 A：A；A； :A ※点

34 扶養義務者分摘要 英数 40 扶養雜務耆分摘要の記載事项 A;A；A： :A ※点

35 支援費基準月額単価 数字 7 支援費基準の月額単価 :：：O：O

36 支援費金額合計 数字 10 明細レコードのサービス計の総計 〇06 Q

37 利用者負担額合計 数字 10
本人分利用者実負担額+ 

扶養雜務者分利用者実負担額
ojobi j

38 支援費請求額 数字 10
支援費額合計一利用者負担額合計+ 

明細レコードの舗整額の総計
〇心000

占?



必須入力欄◎:全パターン共通で必須、〇:バターン毎に必观△:必要な場合に設定

▲:樣準システムではブランクでよい・取込先が必須としている場合には設定

項番 項目名 属性 が仆数 内容

必須人力 

（晴求明細,

作成 

唐"デ，短・地・全

■ビ,I援!通

備考

39 FILLER 一 一 ；! j !
40 支払方法区分 英数 1 口座振替、納付書、不払いの区分を設定 〇!〇;〇;〇!〇

41 入院日数 数字 2 入院した日数 探8
42 FILLER 一 一 ::::
43 汎用区分1 英数 2 第三者機関で自由に使用できる汎用区分

44 汎用区分2 英数 2 第三者機関で自由に使用できる汎用区分 ▲

45 汎用区分3 英数 2 第三者機関で自由に使用できる汎用区分 ▲

46 汎用区分4 英数 2 第三者機関で自由に使用できる汎用区分 ▲

47 汎用区分5 英数 2 第三者機関で自由に使用できる汎用区分

48 エラーフラグ 英数 1 伝送でのエラーチェック結果 ;;;; ※フ

49 エラーコード 英数 4 伝送でのエラーチェック結果コード :::; ※フ

50 明細件数 数字 5 明細悄報の件数

・全レコード”S002"（支援費•事業者請求情報の意）固定

孤2. ”1”:基本、”2”:明細（基本情報では”1”固定）

探3.次頁表を養照

※〇請求年月日は、当情報を提出する年月日を設定（全レコード同値）

※ゝ”T:身体障害、”2”:知的障害、”3”;児童
※ぬ利用者負担額は、本人分■扶養者分が各々発生している場合は該当する項目群が必須 

本人分が発生する場合、項番22〜26まで必須（地域生活援助は除く） 

扶養者分が発生する場合、項番29~33まで必須（地域生活援助は除く）

※フ.受渡しを伝送で行ったときに、エラーチェック結果が設定される項目

（例）エラーフラグの内容は、”〇” :正常、:エラー

※伝送を行う各第三者機関、市町村によってエラーコードは異なることを想定

探8.入院日、退院日を含まない日数を設定。

（月に複数回入退院があった場合でも、まとめて設定する。）

（例）4泊5日の場合は、”3”を設定

※み入所日、退所日は請求を行うサービス提供年月時に入所した場合や退所した場合のみ設定する 。

（サービス提供年月の月と、入退所日の月は同一となる）

滋注“事藥者BI求鶴本悄報に償還払いが含まれるわけではない
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必須入力欄◎:全パターン共通で必須、〇:パターン毎に必須、△:必要な場合に設定

3明糸田情報ファイルレイアウト（［基本情報につき複数ファイルレイアウト）

項番 項目名 属性 ハ'仆数 内容

必須入力
（請求明細書 
様式別） 

件成
s !デ! te 1州1・仝 
，ロ I r | i ・一 ・
5 1 イ ・ 1 1 « 
■*c 1 i 1 ・埠（* FIS
* i ji i -j i .r i -r， 
Jf !サ・人・生・設 
_ 1 I ・ニー. -L 
T& 1 | ・1 ・ 卄
nx ・ t rj\ t /ロ •な

■ iJ^ i !埋・;辛
・し・ t t IS
t 1 t -し・
l ・ 1田）1
>•11

・ k l l
kill
kill
l l ・ ・
■ ・ ・ ・

備考

1 交換情報識別番号 英数 4 当情報の内容を識別するための番号 ©I©:©:©:©
2 レコード区分 英数 1 基本と明細を識別するための番号 ◎⑥◎⑥◎泱2

3 入力識別番号 英数 4 代理受領と償還払いの別、 
及び請求明細書の様式を表す

◎ ◎◎◎创※3

4 請求年片日 数字 8 請求•を提出した年月日 ◎ ：©：©：©：©：
5 請求年月 数字 6 請求書を提出した年月 ©：©：©：©：©
6 法区分 英数 1 支援費対象の法を識別する区分 ©：©：©：©：© 探4
7 サービス提供年月 数字 6 サービスを提供した年月 ©：©：©：©：©
8 事業者番号 英数 14 サービスを提供した事業者番号 ©；©：©：©：©
9 分場番号 英数 2 出張所、分埸を識別する番号 A： ： ： ：A

10 市町村コード 英数 6

支援費を該当受給者に支給する 
市町村の管理番号
（チェックデシ•ット1桁含む） 
福祉事務所の場合は福祉事務所番号

©：©•©：©：©：

11 福祉事務所コード 英数 1

送付先（元）が福祉事務所の場合、 
福祉事務所の種類を識別するため 
のコード
複数福祉事務所が存在しない市町村の 
埸合はZEROを設定

©:© ：©：© ：©
■ ヽ ・ ・
4 * ・ ・
{ b ・ ■
r k k 1
kill

12 受給者証番号 英数 10
受給者証に記載されている 
受給者の管理番号

・ k ・ ・

©:© :©:©:©

13 サービスコード 英数 6 サービスの最小単位を表すコfド ©:©;©:©•© ※点

14 事業区分 英数 1
サービスコードの事業区分
（使用するかしないかは各自治体の判 

断）
A：A：A：A：A

15 サービス単価 数字 6 当該サービスの単価 ©:©I©：©：©：
16 サービス数量 数字 6（3.2） 当該サービスの提供量 A：A ：A：:
17 サービス数量単位 英数 2 当該サービスの単位をコードで記載 a：a：a：:
18 サービス計 数字 10 サービス単価Xサービス数量 @：©：©：©：©

19 サービス調整額
S付 
数字

8
援護実施者の基準単価と当該事業者 
の単価に相違があった場合、
その差額を1サービス単位に記載

A：:A：A：A：A

20 サービス摘要 英数 40 サービス毎の摘要があれば記載 A：A：A：A；A：
21 汎用区分］ 英数 2 第三者機関で自由に使用できる汎用区分

22 汎用区分2 英数 2 第三者機関で自由に使用できる汎用区分 ▲ ：▲：▲：▲：▲
23 汎用区分3 英数 2 第三者機関で自由に使用できる汎用区分 ▲ ：▲：▲：▲：▲：
24 汎用区分4 英数 2 第三者機関で自由に使用できる汎用区分 ▲ ▲▲占▲

| 25 汎用区分5 英数 2 第三者機関で自由に使用できる汎用区分 ▲ :



※■し 全レコード” S002”（事業者請求情報の意）固定

探2. ”1”:基本、”2”:明細（明細情報では”2"固定）

猟3.事業者請求基本情報の入力識別番号を参照

※も事業者請求基本情報の法区分を参照

※ゝ・”居宅支援に通常要する費用の額計算欄”の数量については、提供回数を記載するため、 

サービスの回数を設定。（整数値のみ）

（サービスコードにて、デイサービスや短期入所の算定単位を識別可能としている）

探6.施設の場合の支援費本体の請求時に関して、入院があるケースの場合のみ厚労省が示した 

算定の方式で計算し、支援費本体のサービスコードでまとめて1レコードで編集し、設定する。



4データ作成方法

(1) 事業者請求情報について

・事業者請求情報は、各サービス毎の請求明細書(様式23〜2刀の内容を設定するものである

・各サービス毎の請求明細書は、次の項目で一意になると想定している。

① 法の区分

② 請求書の様式

③ 請求年月日

④ 事業者番号

⑤ サービス提供年月

⑥ 市町村コード

⑦ 受給者番号

(2) 作成タイミングについて

・請求書の提出期限にならい、サービス提供月の翌月10日までに提出することとする。

(3) 設定内容について

・基本的には、請求書及び請求明細書に記載されている項且を、それぞれ該当する情報の項目に 

設定すればよい。

・請求書の情報は紙で管理するものとし、当情報に設定する必要はないと考える。 

例外的に、請求書と請求明細書の情報を結びつけるために請求書に記載される”請求年月日” 

”請求年月”.”法区分”は、事業者請求基本情報に設定することとする。

・月の途中に入退所が複数回あった場合、事業者請求情報•基本レコードを分けて作成するため、 

それぞれに入退日、退所日を設定することとする。

・入所者が病院または診療所への入院した場合、入院の初日及び最終日に関しては満額請求 

することが可能であるが、それ以外は80%の額を請求する必要がある。

そのため、基本情報ファイルレイアウト入院日数には入院の初日及び最終日を除いた入院日数を 

設定することとする。

(月の途中に入退院が複数回あった場合は、合算した入院日数を設定すること。)

・ファイルレイアウトの空き項目(二FILLER)は、今後必要な管理項目が生じた場合に使用する。

(4)取消データについて

•請求情報の提出直後に訂正又は削除を行う場合においては、紙媒体又は口頭等によって対応す4 
こととする。



5 特定日常生活費等の取扱いについて

国として、個々の日用品等について、その取扱いの是非をお示しすることは困難であり、また、適当では 

ないと考えているが、基本的な考え方を図示すれば以下のとおりである。

【概念図】 一身体障害者更生施設、身体障害者療護施設、身体障害者授産施設、知的障害者通勤寮の場合一

指定施設支援において、提供される便宜に要する費用のうち、
被服費、日用品費その他の日常生活においても通常必要となるものに係るもので 
あって、その入所者に負担させることが適当と認められるもの。

指
定
施
設
支
援
サ
——

ビ
ス
に
係
る
も
の

・『その他の日常生活費」は、入所者の自由な選択に基づき、施設が指定施設支援 
の提供の一環として提供する日常生活上の便宜に係る経費。

《受領に係る基準》
① 支援費支給サービスとの間に重複関係がないこと。
② あいまいな名目による費用の徴収不可。

※お世話料、管理協力費、共益費、施設利用補償金など

③ 入所者に対する事前の十分な説明及び同意が必要。
④ 実費相当額の範囲内。
⑤ 対象となる便宜及び額について、運営規程上明確に規定するほか、 
重要事項として、施設内に掲示しなければならない。
※額が変動する性質のものである場合は、「実費」とすることも可。

《具体的な範囲》
①身の回り品として日常生活に必要なものを施設が提供する場合に係る費用
②教養娯楽として日常生活に必要なものを施設が提供する場合に係る費用 

※ 共用設備（談話室等のテレビ、カラオケ等）の使用料等を除く。

一入所者の希望による一
預かり金の出納管理に係る費用〇

上
記
以
外
の
も
の

《要件》
① 責任者及び補助者の選定、印鑑と通帳の保管場所の分離。
② 複数の者により常に行える体制下での出納事務の執行及び管理の状況確認。
③ 必要な書類の整備（保管依頼書（契約書）、個人別出納台帳等）
以上が満たされ、適正な出納管理が行われること。
④ 費用徴収額の積算根拠の明確化、適正な額の設定。

※預かり金の額の一定割合とする取扱いは不可。 
嗜好品、贅沢品の購入に係る費用 
入所施設における入退所時の送迎に係る費用 等

| ■ MB ■ ・ MMI ■ ■ MM ■ WV ■ ■ MN ■ MK ■ ■ VW ■ ■ MM ■ ■ MH ■

※上記いずれの場合であっても、次の基本的な考え方に合致するものであること。
① 徴収する金銭が直接当該利用者の便益を向上させるものであって、当該利用者に支払を求め 

ることが適当であるもの。
② 金銭の支払を求める際は、当該金銭の使途及び額並びに支払を求める理由について、書面に 

より明らかにするとともに、利用者の同意を得なければならないこと。
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【概念図】 知的障害者更生施設、知的障害者授産施設の場合
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指定施設支援において、提供される便宜に要する費用については、基本的に支援費に 

より賄われるもの。

-入所者の自由な選択に基づき、施設が指定施設支援の提供の一環として提供する日常 
生活上の便宜に係る経費。

《受領に係る基準》
① 支援費支給サービスとの間に重複関係がないこと。
② あいまいな名目による費用の徴収不可。

※お世話料、管理協力費、共益費、施設利用補償金など

③ 入所者に対する事前の十分な説明及び同意が必要。
④ 実費相当額の範囲内。

⑤ 対象となる便宜及び額について、運営規程上明確に規定するほか、 
重要事項として、施設内に掲示しなければならない。
※額が変動する性質のものである場合は、「実費」とすることも可。

上
記
以
外
の
も
の

（ 一入所者の希望”よるー

〇 身の回り品として日常生活に必要なものを施設が提供する場合に係る費用 
※歯ブラシ、化粧品等個人用の日用品等であって、一律に支給されるものを除く。

〇 教養娯楽として日常生活に必要なものを施設が提供する場合に係る費用 

※クラブ活動や行事における材料費等であって、一律に提供されるものを除く。
（例:共用設備（談話室等のテレビ、カラオケ等）の使用料等）

〇預かり金の出納管理に係る費用

《要件》
① 責任者及び補助者の選定、印鑑と通帳の保管場所の分離。
② 複数の者により常に行之る体制下での出納事務の執行及び管理の状況確認。
③ 必要な書類の整備（保管依頼書（契約書）、個人別出納台帳等） 
以上が満たされ、適正な出納管理が行われること。

④費用徴収額の積算根拠の明確化 、適正な額の設定。 

※預かり金の額の一定割合とする取扱いは不可。
嗜好品、贅沢品の購入に係る費用
入所施設における入退所時の送迎に係る費用 等

※上記いずれの場合であっても、次の基本的な考え方に合致するものであること。 !

① 徴収する金銭が直接当該利用者の便益を向上させるものであって、当該利用者に支払を求めI
ることが適当であるもの。 i

② 金銭の支払を求める際は、当該金銭の使途及び額並びに支払を求める理由について、書面に;
より明らかにするとともに、利用者の同意を得なければならないこと。 !
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支援費制度関係Q&A集

支援費制度に関し、都道府県等から寄せ 

られた質問とそれらに対する現時点での考 

え方をまとめたものです。

平成15年3月
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! 支援費基準等に関すること

（1）居宅介護について

問1 移動介護について、通所施設や小規模作業所、保育所及び学校等への送迎は支 

援費の算定の対象となるのか。

（答）

移動の介護について、通所施設や小規模作業所、保育所及び学校等への送迎は通年か 

つ長期に渡る外出と考えられることから支援費の算定対象とはならない。

なお、保護者の出産、病気等で一時的に行われる移動介護については、支援費の算定 

対象として差し支えない。

問2 訪問した際に、利用者が不在で居宅介護サービスが提供できなかった場合、利 

用者から事前の連絡がなかった場合でも支援費を算定できないか。

（答）

実際にサービスを提供していないことから支援費は算定できない。

問3 利用者本人が不在の間に、家事援助等の居宅介護を行った場合に、支援費を算 

定することはできるか。

（答）

居宅介護サービスはこれまでと同様、家事援助の場合であっても基本サービスとして、 

本人の健康チェックや相談援助を行うことを含むものであり、本人が不在の場合には、 

この様な基本サービスが提供されないことから、支援費を算定することはできない。

問4支援費の支給決定の単位は30分とされているが、支援費基準は「〇〇分未満」 

となっているので、その具体的な取扱い如何。

（答）

居宅介護計画において!時間と計画されている場合は、30分以上1時間未満の基準を 

適用することとなる。
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問5 利用者宅までの移動に係る時間は支援費として算定することができるか。

（答）

支援費基準の設定に当たっては、移動時間も考慮した基準としていることがら、移動 

時間については支援費を算定することはできない。

問6 例えば更生相談所への移動介護を行った場合、その相談中等の待も時間も支援 

費を算定することができるのか。

（答）

算定できる。

問7 身体介護中心といった••…中心とはどのように判断するのか。

（答）

現行と同様、1回の派遣の中で、身体介護と家事援助の両方の便宜が提供されることが 

想定される場合には、居宅介護計画の中でどちらの業務を主としているかによって判断す 

ることとなる。

（参考）

ホームヘルプ事業実務問答集（第一法規、老人福祉計画課監修）

Q 派遣活動の取扱いは、どのようにしたらよいのでしょうか。

A （3）身体介護と家事援助を併せて実施する場合

1回の派遣の中で、身体介護と家事援助の両方を併せて実施する場合には、個別援助計画の中 

でどもらの業務を主としているかによって、その派遣がどちらの区分となるか判断します。

問8 通院等の介助は、身体介護中心である場合として支援費を算定するのか。

（答）

お見込みのとおり。
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（2） ディサービスについて

問9 デイサービス事業において実施している家族等に対する介護方法の指導につい 

て、支援費を算定することはできるか。

（答）

障害者の介護者に対して行う介護方法の指導についても、支援費を算定することがで 

きる。その際、障害者と介護者が一緒に介護方法の指導を受けることが原則となるが、 

介護者のみが当該指導を受けた場合にあっても支援費を算定して差し支えない。

なお、一般の者を対象とした教養講座の様なメニューについては、支援費を算定する 

ことができない。

問1〇児童デイサービスについて、時間区分設定がないが、例えば午前と午後に1時 

間ずつサービスを提供した場合、2回分の支援費を算定することができるか。

（答）

児童デイサービスの場合、時間区分設定がないことから、1日のうちで複数回に分け 

てサービスを提供した場合においても、1日分の算定となる。

問11デイサービス事業所に通所できない重度の障害者の家庭を訪問して創作的活動 

等のサービスを提供した場合、支援費を算定することができるか。

（答）

デイサービス支援は、デイサービス事業所に通所してサービスを受けることが法律上 

規定されており、訪問してサービスを提供するような形態では支援費を算定することが 

できない。

（3）施設訓練等支援費について

問12筋萎縮性側索硬化症等障害者加算の認定について、特定疾患治療研究事業の認 

定患者であれば、改めて医師の診断書の提出は不要か。

（答）

お見込みのとおり 
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問13みなし指定される施設において、強度行動障害者特別支援加算や自活訓練加算 

を実施するための届出は改めて必要となるのか。

（答）

加算の要件を満たすか否かについて、改めて都道府県等に届け出る必要がある。

問14重度重複障害者加算は、筋萎縮性側索硬化症等障害者加算等の別の加算と重複 

して算定することはできるか。

（答）

重度重複障害者加算は、重度重複障害者の処遇の困難性を評価して算定する加算であ

り、他の加算とは趣旨が異なるため、それぞれについて算定することができる°

問15みなし入所者について、支援費の支給申請は行われないが、加算の決定のみを 

行うことはできるか。

（答）

みなし適用者に加算を算定する場合、加算のみの決定を行うこととなる。その際、現 

在把握している情報で加算対象者であると特定できる場合には、改めて更相の意見書等 

を求める必要はない。

なお、加算の手続きについては、利用者の申し立てや施設からの情報提供をもとに、 

市町村が加算の適否を決定することとなる。

また、月の途中で加算の決定を行った場合は、その月の翌月（その日が月の初日であ 

るときは、その日の属する月）から所定額を加算する。
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（4）重度重複障害者加算について

問16身体障害は、身体障害者手帳に記載のあるもののみで判断するのか。肢体不自 

由と視覚障害を有する者であっても、手帳には肢体不自由1級の記載しかない埸 

合は、肢体不自由のみと判断するのか。

（答）

まずは身体障害者手帳により判断することとなるが、手帳の記載に限られず、更生相 

談所の意見や身体障害者手帳の指定医の診断書等により、身休障害者手帳の交付の対象 

となる障害の等級に相当する障害を有すると認められる場合は、該当する。

また、知的障害と精神障害についても、まずは、それぞれ、療育手帳、精神保健福祉 

手帳により判断することとなるが、必ずしもこれに限られるわけではなく、更生相談所 

の意見書や判定書、主治医等からの診断書等により、平成15年二月28日全国支援費 

制度担当課長会議資料P123に記載のある知的障害の表現、精神障害の表現例と同じ 

又は同等の記述が認められる場合には該当するものである。

問17肢体不自由7級、視覚障害3級及び知的障害に該当する場合は、加算の対象と 

なるのか。

（答）

身体障害については、身体障害者手帳の交付の対象となる程度の障害を有する場合に 

適用するものであり、7級に該当する肢体不自由は2以上重複する場合に身体障害（肢 

体不自由）と判断する。このため、設問の場合は加算の対象とならない。

問18知的障害者で、てんかんを有している者は、2障害の重複と判断するのか。

（答）

お見込みのとおり。

問19強度行動障害を有する知的障害者は、知的障害と精神障害（「行動障害」）の2 

障害の重複と判断するのか。さらに、2障害と判断するとした場合、強度行動障 

害が原因で言語に障害があるとの診断があった場合は、3障害重複として重度重 

複加算の算定が可能という理解でよいか。

（答）

強度行動障害を有する知的障害者は、知的障害と判断する。精神障害（行動障害）と 

判断するのは、知的障害による行動障害の場合を除いて、精神疾患の状態が認められる 

場合である。また、言語障害は、身体障害者手帳の等級に該当する程度か否かにより判 

断する。
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問20成人期以降の脳血管疾患等で判断能力が落ちた場合、知的障害に含めてよいか。

（答）

含めない。なお、痴呆等が精神障害に該当することはありうるものと考えられる。

問21加算の認定を市町村が行った場合、施設受給者証への記載は必要か。

（答）

支給決定と併せて各種加算の認定を行った場合と同様、施設受給者証の「施設支援の 

種類及び内容」欄に記載する必要がある。

問22加算対象となる重複する障害の「程度」如何。

（答）

重度重複障害者加算は、区分Aと判断される支援の必要性の高い者について、さらに 

障害が重複する場合の加算を設けるという趣旨のものであり、当該重複障害は、身体障 

害者手帳交付の対象となる程度の障害を有することや、知的障害、精神障害を有するこ 

とをもって足り、重複障害が重度の障害である必要はない。

問23 2つの重複障害、例えぱ知的障害と精神障害のある者で、身体障害者手帳を申

請していなかった者の場合、いつから重複加算の対象となるのか。例えぱ、知的 

•精神の重複障害者が、身体障害者手帳の申請を3月に行い、6月に手帳を取得 

した場合、4月から重複加算の対象となるのか。

（答）

手帳は未交付の時期でも、3月中までに、手帳の交付が確実であると見込まれる場合 

や、更生相談所の判定、身体障害者手帳の指定医の診断書等により障害等級に相当する 

障害を有すると認められる場合は、4月から加算の対象とすることが可能である。

-6 -
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（5）介護タクシーの取扱いについて

問24介護保険の場合に、一定の要件の下でいわゆる「介護タクシー」が認められて 

いるが、支援費制度での取扱いはどうなるか。

（答）

支援費制度においては、居宅介護事業者の指定等を受けているいわゆる介護タクシー 

事業者が行う通院等の際の一連の介護（部屋からの移動、タクシー乗降の介護、院内で 

の移動•受診等の手続等）は、「身休介護」の類型として差し支えない。なお、介護保 

険については、平成15年度から、従来の身体介護とは別に通院等のための乗車又は降 

車の介助に着目した報酬の区分が新たに設けられているが、平成15年度における支援 

費制度では、当該支援費基準が設定されないので、留意されたい。

一方、「移動介護」については、

・ 移動介護は、『居宅〜目的地〜居宅』の間の移動の際の介護等であり、自動車 

等での移動の際も、常時、介護等ができる状態でいることが必要であること。

-移動介護は、交通機関の乗降の介護等のみを行うのではなく、目的地での介護 

等を含めての全体を評価するものであること。

・ 移動介護は、社会参加的な利用が主な目的のものであり、短時間利用（3 0分 

未満）は想定しておらず、支援費基準上も3 0分超からの設定となっていること。

等から、いわゆる介護タクシー事業者が乗降時の介護のみを行う場合は、「移動介護」 

としての支援費の算定は認められないものである。

※障害者の移動支援については、支援費制度とは別に「市町村障害者社会参加促進事 

業」を活用して、市町村が助成することは可能である。

問25通院等の際にヘルパー自身の運転による移動（介護タクシーを含む）時間も含 

めて支援費を算定してよいか。

（答）

通院の際のヘルパー自身の運転による自動車等における移動中は、ヘルパーが利用者 

に対し、介護等が行われていないことから、その時間帯は支援費の対象としない。

ただし、部屋からの移動、タクシー乗降の介護、院内での移動・受診等の手続等を行

っている時間帯は、一連の行為として支援費の対象とする。 

例えば、

部屋からの移動、居宅から自動車への乗車の介護等 

車での移動時間

自動車の降車の際の介護、院内の移動・受診等の手続等 

計

〇分…

5分・・

0分・・

・・(A)

・・(B)

・・(C)

1

3

1

5 5分

の場合、支援費の対象となるのは、（A） + （C） = 2 0分となり、3 0分未満の「身体介護J 

の支援費の額となる。

一 7 _

血



問26いわゆる介護タクシー事業者は、支援費の指定事業者としてどのように取り扱 

えぱよいのか。

（答）

身体介護は、入浴、排せつ、食事など様々な日常生活上の支援を総合的に提供するこ 

とを前提に支援費基準が設定されているため、身体介護又は家事援助のサービスを総合 

的に行う事業者は指定事業者として指定することが可能である。

このため、通院等の際の介護に特化しているのであれば、都道府県等による指定事業 

者とはならないが、市町村の判断によって、基準該当サービスとして、特例居宅生活支 

援費の支給対象となることが可能である。
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2 利用者負担に関すること

問27知的障害者通勤寮入所者の就労収入はどのように認定するのか。

（答）

事務処理要領の「第5節 利用者負担額の決定1一1一（1）収入として認定する 

もの」に、次の項目を付け加えることとする。

イ就労収入

基本給及び各種手当等の収入総額を収入として認定する。

問28知的障害者通勤寮の利用者負担額の算定については現行の取扱いから変更さ 

れ、基本的に他の施設と同様の算定方式に変更されたが、次の取扱いについては 

どの様に取り扱うのか。

① 通勤寮に入所しながら授産施設に通所している場合の収入認定について、授産 

工賃収入については、他の施設種別と同様に授産工賃収入として取り扱ってよい 

か。

② 通勤寮については、必要経費として生保の基礎控除額が控除されるが、生保の 

基礎控除の算定は月額により算定されるものであるがどの様に年額を算出するの 

か。

（答）

1 授産工賃収入として収入認定する一方、基礎控除、特別控除及び新規就労控除は 

適用しない。

2授産工賃以外の収入を得ている者は、毎月の収入額から各月の基礎控除額を算定 

して算出する。

なお、年間の総収入を12で除した額により1月当たりの基礎控除額を算出して 

も差し支えない。

問29支援費制度における暫定措置に係る入所期間の算定について、重複障害者が法 

をまたがって施設を変更した場合についても通算されるのか。

（答）

通算する。なお、児童福祉施設の入所期間は通算しない。
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問30成年後見制度及び地域福祉権利擁護事業の利用の際の自己負担額は必要経費と 

して認定して差し支えないか。

（答）

お見込みのとおり。

問31 指定知的障害者更生施設及び指定知的障害者授産施設の入所者については、平 

成15年度に限り、前年度の生活保護法による入院患者日用品費相当額（年額） 

に〇. 5を乗じて得た額を必要経費として認定することとされているが、平成1 

6年1月〜3月の間に支給決定を受けた者については平成16年7月に見直しを 

行わないが必要経費についてもそのままでよいのか。

（答）

知的障害者更生施設及び知的障害者授産施設の必要経費の経過措置の適用は平成!6 

年6月までとする。よって、平成16年1月~3月に支給決定を受けた者については、 

平成16年7月に必要経費のみ見直しをして利用者負担額を決定することとする。

TTT
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7支援費制度施行後の相互利用制度の取扱いについて（案）

1基本的な考え方

支援費制度施行に当たり、従来より行ってきたデイサービス事業等の相互利用制度に 

ついて、平成15年度以降も支援費制度とは別の国庫補助事業として継続する。

2具体的な実施方法

① 相互利用制度で他障害の施設等を利用する場合においては、利用者本人の障害種別 

に応じた単価を適用する。

ただし、知的障害者が身体障害者デイサービス（H）を利用する場合は、知的障害 

者デイサービスには同様のサービスがないため、身体障害者デイサービス（H）の単 

価を適用するものとする。その場合の単価の区分は、当該知的障害者が知的障害者デ 

イサービスを利用する場合の障害の程度を適用した単価の区分とする。

② 単価については、利用者本人の支援費制度における障害程度の判断基準により、単 

価の区分の決定等を行い、その単価を用いて他の種別のサービスを利用する。

③ 定員区分•級地区分については、受け入れ先のデイサービス事業所等に応じた区分 

を適用する。

④ 利用者負担については、支援費制度の利用者負担額表をそれぞれ障害種別サービス 

別に準用する。

なお、相互利用制度による利用者負担額と支援費制度による利用者負担額とを合算 

して当該利用者の利用者負担額の上限とすることはないので、念のため申し添える。

⑤ 公費の支弁については、従前どおり、障害種別ごとに身休障害者保護費補助金、児 

童保護費等補助金から支弁することとし、交付要綱に盛り込む予定である。

適用すべき単価等の概略は、（別紙）のとおりとする。

3 なお、相互利用の詳細については後日改めて通知することとしているのでご承知おき 

願いたい。
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（別紙）

利用サービス 利用者 利用先 支弁基準額

デイサービス 身休障害者 知的障害者デイサービス （単独型） 身休障害者デイサービス（I）（単独型）

知的障害者デイサービス （併設型｝ 身休障害者デイサービス（I）（併設型）

介護保険法による指定通所介護事業所 身休障害者デイサービス（I）（単独型｝

知的障害者 身休障害者デイサービス（I）（単独型） 知的障害者デイサービス （単独型）

身体障害者デイサービス（［）（併設型） 知的障害者デイサービス （併設型）

身休障害者デイサービス（m （単独型） 身休障害者デイサービス（H）（単独型）

身休障害者デイサービス（口）（併設型） 身体障害者デイサービス（H）（併設型）

通所授産 身休障害者 知的障害者入所授産施設（通所） 身休障害者入所授産施設（通所）

知的障害者入所授産施設（分場） 身体障害者入所授産施設（分境）

知的障害者通所授産施設 身体障害者通所授産施設

知的障害者通所授産施設（分埸） 身体障害者通所授産施設（分埸）

精神障害者通所授産施設 身休障害者通所授産施設

知的障害者 身体障害者入所授産施設（通所） 知的障害者入所授産施設（通所）

身休障害者入所授産施設（分場） 知的障害者入所授産施設（分場）

身休障害者通所授産施設 知的障害者通所授産施設

身体障害者通所授産施設（分埸） 知的障害者通所授産施設（分場）

精神障害者通所授産施設 知的障害者通所授產施設

精神障害者 身体障害者入所授産施設（通所）

箱神障害者交付要網に定める相互利用の額と 
する。

身休障害者入所授産施設（分場）

身休障害者通所授産施設

身体障害者通所授産施設（分埸）

知的障害者入所授産施設（通所）

知的障害者入所授産施設（分場）

知的障害者通所授産施設

知的障害者通所授産施設（分埸）

グループホf厶 知的障害者 精神障害者グループホーム 知的障害者グループホーム単価

精神障害者 知的障害者グループホーム 精神障害者グループホーム単価
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